
 

令和６年度 第２回新潟県地域職業能力開発促進協議会 次第 

 

 

日 時 令和７年３月５日（水）午前 10時～ 

会 場 新潟美咲合同庁舎２号館４階 共用会議室 

 

 

１ 開 会 

  新潟労働局長あいさつ 

 

 

２ 議 題 

（１）最近の雇用失業情勢について 

 

 

 （２）令和６年度 公的職業訓練実施状況について 

 

 

  （３）令和７年度 新潟県地域職業訓練実施計画（案）について 

 

 

 （４）その他 

 

 

 （５）意見交換・事務連絡 

 

 

３ 閉 会 

 



（敬称略）

所　　　属 役　職　名 氏　　　名 備考

学識経験者 新潟大学経済科学部 准 教 授 根 岸 睦 人

一般社団法人　新潟県専門学校協会
会 員 企 業
就職推進課長 佐 藤 勇 太 郎 （ 代 理 ）

一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会

株式会社　ニチイ学館　ヘルスケア事業支店 支 店 長 青 柳 恵 子

新潟県職業能力開発協会
専 務 理 事
兼 事 務 局 長 木 川 義 裕

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構　新潟支部

支 部 長 相 楽 智 輝

労働者団体 日本労働組合総連合会 新潟県連合会 事 務 局 長 桑 原 典 子

一般社団法人　新潟県経営者協会 事 務 局 長 佐 藤 佐 智 夫

新潟県中小企業団体中央会 専 務 理 事 八 木 威

一般社団法人　新潟県商工会議所連合会 事 務 局 長 三 原 茂 （ 代 理 ）

新潟県商工会連合会 欠 席

職業紹介
事業者

テンプスタッフフォーラム　株式会社
キャリア事業部
担 当 部 長 嵐 悟 （ 代 理 ）

新潟県産業労働部　雇用能力開発課 課 長 小 出 章

新潟県教育庁　高等学校教育課 指 導 主 事 佐 藤 恵 美 （ 代 理 ）

労働局 新潟労働局 労 働 局 長 千 葉 茂 雄

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構　新潟支部

統 括 新 井 田 健

〃 求職者支援課長 齋 藤 尚 亮

新潟県産業労働部　雇用能力開発課 副 参 事 髙 橋 行 雄

新潟労働局職業安定部 部 長 髙 木 剛

新潟労働局職業安定部 訓練課 課 長 星 井 正 毅

〃 課 長 補 佐 山 本 松 男

〃 訓 練 係 長 櫻 井 吉 晴

〃 地 方 人 材 育 成
対 策 担 当 官 星 野 浩

職業訓練
・

教育訓練
実施機関

事業主団体

令和６年度 第２回新潟県地域職業能力開発促進協議会 出席者名簿

事務局

自治体

随行者



令和７年３月５日(水)１０：００～

新潟美咲合同庁舎　４階共用会議室

（事業主団体） （労働者団体）
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（自治体）
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新潟支部

テンプスタッフフォーラム
株式会社

櫻井訓練係長 星野担当官

新潟県産業労働部
雇用能力開発課

小出委員

新潟県産業労働部
雇用能力開発課

（労働局）

新潟労働局

千葉委員

（随行）

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用

支援機構　新潟支部

新井田統括・齋藤課長

（職業紹介事業者）



（敬称略）

新潟労働局職業安定部

所　　　属 役 職 名 氏　　　名

学識経験者 新潟大学経済科学部 准 教 授 根 岸 睦 人

一般社団法人　新潟県専門学校協会 会 長 荒 井 英 之

一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会

株式会社　ニチイ学館　ヘルスケア事業支店 支 店 長 青 柳 恵 子

新潟県職業能力開発協会
専 務 理 事
兼事務局長 木 川 義 裕

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構　新潟支部

支 部 長 相 楽 智 輝

労働者団体 日本労働組合総連合会 新潟県連合会 事 務 局 長 桑 原 典 子

一般社団法人　新潟県経営者協会 事 務 局 長 佐 藤 佐 智 夫

新潟県中小企業団体中央会 専 務 理 事 八 木 威

一般社団法人　新潟県商工会議所連合会 専 務 理 事 綱 島 知 子

新潟県商工会連合会 専 務 理 事 近 田 孝 之

職業紹介
事業者

テンプスタッフフォーラム　株式会社
代表取締役
社 長 苅 部 雄 一

新潟県産業労働部 雇用能力開発課 課 長 小 出 章

新潟県教育庁　高等学校教育課 課 長 石 橋 弘 光

労働局 新潟労働局 労 働 局 長 千 葉 茂 雄

令和７年３月５日現在

新潟県地域職業能力開発促進協議会 構成委員名簿

職業訓練
・

教育訓練
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自治体
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資料№1 一般職業紹介状況（令和７年１月分）

資料№2-1 令和６年度 新潟県地域職業訓練実施計画 実施状況

資料№2-2 新規求職者と訓練受講者の推移

資料№2-3 令和６年度 求職者支援訓練実施状況

資料№2-4 令和６年度 求職者支援訓練受講者の状況

資料№3 新潟県が実施する公共職業訓練について

資料№4-1 (独)高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部が実施する公共職業訓練等

資料№4-2 令和６年度 離職者訓練実績（ポリテクセンター新潟）

資料№4-3 令和６年度 在職者訓練実績状況（ポリテクセンター新潟）

資料№4-4 令和６年度 在職者訓練実績状況（ポリテクカレッジ新潟）

資料№4-5 令和６年度 生産性向上支援訓練実績状況

資料№5 令和７年度 新潟県地域職業訓練実施計画（案）

資料№6 公的職業訓練効果検証ワーキンググループ作成リーフレット

資料№7-1 公的職業訓練効果検証ワーキンググループ実施要領

資料№7-2 公的職業訓練効果検証ワーキンググループの進め方

資料№7-3 令和７年度「公的職業訓練効果検証」対象分野について（案）

資料№8 教育訓練給付制度リーフレット

資料№9 教育訓練給付金の給付率引き上げ等について

参考資料 令和６年度 第２回中央職業能力開発促進協議会資料（抜粋版）

令和６年度 第２回新潟県地域職業能力開発促進協議会 資料一覧



 
     

     Press Release 
 

25,000
27,000
29,000
31,000
33,000
35,000
37,000
39,000
41,000
43,000
45,000
47,000
49,000
51,000
53,000
55,000
57,000
59,000

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

新潟の有効求人倍率等の推移

有効求職者数 有効求人数 有効求人倍率

 

     

 

 

 

報道関係者 各位 

   

 

一般職業紹介状況（令和 7年 1月分） 

【雇用情勢判断】 

 

 

 

                  

有効求人倍率（季節調整値）は 1.47倍で、前月に比べて 0.01ポイント低下 ↘ 
新規求人倍率（季節調整値）は 2.24倍で、前月に比べて 0.14ポイント低下 ↘ 
正社員の有効求人倍率（原数値）は 1.49倍で、前年同月に比べて 0.02ポイント上昇 ↗ 

（注）1.月別の数値は季節調整値。 

   2.季節調整値の令和 6 年 12月以前の数値は新季節指数により改訂済。 
   3.有効求人倍率（折れ線グラフ）は左目盛。有効求人数及び有効求職者数（棒グラフ）は右目盛。  

4.ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和 3年 9 月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で 

求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。 

－１－ 

（倍） 
（人） 

令和７年３月４日 

【照会先】 

新潟労働局職業安定部職業安定課 

課     長   渡 辺 充 朗 

課 長 補 佐   小 柳 博 行 

労働市場情報官   高 橋 利 彦 

TEL：025-288-3507  

 

県内の雇用情勢は、改善の動きにやや足踏み感がある。引き続き、求人・求職の動きに

留意しつつ、物価の高騰などが雇用に与える影響にも十分注意する必要がある。 

全国の有効求人倍率（季節調整値）は 1.26倍で、前月に比べて 0.01ポイント上昇。 
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１ 求人の動き 

   有効求人数（季節調整値）は 3 か月ぶりに減少した。 
 
(1) 有効求人数（季節調整値）は 49,912人 前月比 0.4％減少（3か月ぶり減少） 

新規求人数（季節調整値）は 17,055人 前月比 3.7％減少（3か月ぶり減少） 

 

有効求人数（原数値）は 49,707人 前年同月比 3.7％減少（21か月連続減少） 

新規求人数（原数値）は 17,935人 前年同月比 5.6％減少（8か月連続減少） 

 

(2) 新規求人数（原数値）17,935人の内訳 

パートタイムを除く求人は 12,108人 前年同月比 4.9％減少(2か月連続減少) 

パートタイム求人は 5,827人 前年同月比 7.1％減少(8か月連続減少) 

 

(3)  産業別新規求人数（原数値）の前年同月比（増減比）をみると、 

情報通信業（22.5％増加）、医療，福祉（12.1％増加）などで増加し、卸売業，小売

業（14.2％減少）、サービス業（7.2％減少）、運輸業，郵便業（7.0％減少）、宿泊業，

飲食サービス業（6.7％減少）、製造業（5.0％減少）、建設業（1.9％減少）などで減少

した。 
 
２ 求職者の動き 

有効求職者数（季節調整値）は 3 か月連続で増加した。 
 
(1) 有効求職者数(季節調整値）は 34,060人 前月比 0.3％増加（3か月連続増加） 

新規求職申込件数（季節調整値）は 7,622人 前月比 2.4％増加（3か月連続増加） 

 

有効求職者数（原数値）は 32,102人 前年同月比 2.6％減少（5か月連続減少） 

新規求職申込件数（原数値）は 8,409人 前年同月比 1.8％減少（6か月連続減少） 

 

(2) 新規求職申込件数（パートを除く常用・原数値）を態様別にみると、 

在職者は 2,061人前年同月比 4.2％減少（6か月連続減少） 

離職者は 2,575人前年同月比 3.5％減少（6か月連続減少） 

 

３ 正社員にかかる有効求人倍率等 

   正社員の有効求人倍率（原数値）は 5 か月連続で前年同月を上回った。 
 
(1) 正社員の有効求人数（原数値）は 28,091 人 前年同月比 2.3％減少（9 か月連続減少） 

   正社員の有効求職者数(原数値)は 18,871 人 前年同月比 3.5％減少（6 か月連続減少） 

(2) 正社員の就職件数（原数値）は 822人 前年同月比 13.7％減少（11か月連続減少） 

 

 

※ １１頁に管内ハローワークの有効求人倍率について掲載しています。 

 

なお、有効求人数、有効求職者数が総体的に少ないため、特定企業の求人の動向により大きく変動する

場合があること、数値については原数値であり、季節調整は行われていないことにご留意ください。 

－２－ 



季　節
調整値

前月比
季　節
調整値

前月比
季　節
調整値

前月差
季　節
調整値

前月比
季　節
調整値

前月比
季　節
調整値

前月差

人 ％ 人 ％ 倍 ﾎﾟｲﾝﾄ 人 ％ 件 ％ 倍 ﾎﾟｲﾝﾄ

5年 1月 52,705 0.1 32,847 1.9 1.60 ▲ 0.03 18,637 2.0 7,764  9.7 2.40 ▲ 0.18

2月 52,811 0.2 33,700 2.6 1.57 ▲ 0.03 18,553 ▲ 0.5 8,069  3.9 2.30 ▲ 0.10

3月 52,887 0.1 34,140 1.3 1.55 ▲ 0.02 18,442 ▲ 0.6 7,676 ▲ 4.9 2.40 0.10

4月 53,240 0.7 33,821 ▲ 0.9 1.57 0.02 18,936 2.7 7,781  1.4 2.43 0.03

5月 52,892 ▲ 0.7 33,698 ▲ 0.4 1.57 0.00 18,484 ▲ 2.4 7,692 ▲ 1.1 2.40 ▲ 0.03

6月 53,226 0.6 33,765 0.2 1.58 0.01 19,102 3.3 7,601 ▲ 1.2 2.51 0.11

7月 53,555 0.6 34,030 0.8 1.57 ▲ 0.01 18,963 ▲ 0.7 7,763  2.1 2.44 ▲ 0.07

8月 53,581 0.0 34,215 0.5 1.57 0.00 18,798 ▲ 0.9 7,963  2.6 2.36 ▲ 0.08

9月 53,340 ▲ 0.4 34,478 0.8 1.55 ▲ 0.02 18,783 ▲ 0.1 7,800 ▲ 2.0 2.41 0.05

10月 53,360 0.0 34,858 1.1 1.53 ▲ 0.02 18,955 0.9 7,971  2.2 2.38 ▲ 0.03

11月 52,623 ▲ 1.4 35,086 0.7 1.50 ▲ 0.03 18,125 ▲ 4.4 7,954 ▲ 0.2 2.28 ▲ 0.10

12月 52,354 ▲ 0.5 35,142 0.2 1.49 ▲ 0.01 18,518 2.2 7,782 ▲ 2.2 2.38 0.10

6年 1月 51,956 ▲ 0.8 34,985 ▲ 0.4 1.49 0.00 18,036 ▲ 2.6 7,755 ▲ 0.3 2.33 ▲ 0.05

2月 51,628 ▲ 0.6 35,382 1.1 1.46 ▲ 0.03 18,238 1.1 8,056  3.9 2.26 ▲ 0.07

3月 51,132 ▲ 1.0 34,778 ▲ 1.7 1.47 0.01 18,199 ▲ 0.2 7,386 ▲ 8.3 2.46 0.20

4月 50,782 ▲ 0.7 34,382 ▲ 1.1 1.48 0.01 17,593 ▲ 3.3 7,609  3.0 2.31 ▲ 0.15

5月 50,520 ▲ 0.5 34,698 0.9 1.46 ▲ 0.02 17,471 ▲ 0.7 7,675  0.9 2.28 ▲ 0.03

6月 50,167 ▲ 0.7 34,847 0.4 1.44 ▲ 0.02 17,433 ▲ 0.2 7,634 ▲ 0.5 2.28 0.00

7月 49,810 ▲ 0.7 34,732 ▲ 0.3 1.43 ▲ 0.01 17,165 ▲ 1.5 7,587 ▲ 0.6 2.26 ▲ 0.02

8月 50,011 0.4 34,605 ▲ 0.4 1.45 0.02 18,231 6.2 7,485 ▲ 1.3 2.44 0.18

9月 49,924 ▲ 0.2 34,145 ▲ 1.3 1.46 0.01 17,251 ▲ 5.4 7,316 ▲ 2.3 2.36 ▲ 0.08

10月 49,791 ▲ 0.3 33,658 ▲ 1.4 1.48 0.02 17,129 ▲ 0.7 7,298 ▲ 0.2 2.35 ▲ 0.01

11月 49,865 0.1 33,963 0.9 1.47 ▲ 0.01 17,621 2.9 7,400  1.4 2.38 0.03

12月 50,104 0.5 33,953 0.0 1.48 0.01 17,703 0.5 7,442  0.6 2.38 0.00

7年 1月 49,912 ▲ 0.4 34,060 0.3 1.47 ▲ 0.01 17,055 ▲ 3.7 7,622  2.4 2.24 ▲ 0.14

（注）１．新規学卒を除きパートタイムを含む。
　　　２．令和５年１２月以前の数値は、令和６年１月分公表時に新季節指数により改訂済。
　　　３．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の注４を参照。

　　　項目

年月

一般職業紹介状況の推移（季節調整値）

新規求職申込件数 新規求人倍率有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 新規求人数

－ ３ －



原数値
前　年
同月比

原数値
前　年
同月比

原数値
前　年
同月差

原数値
前　年
同月比

原数値
前　年
同月比

原数値
前　年
同月差

人 ％ 人 ％ 倍 ﾎﾟｲﾝﾄ 人 ％ 件 ％ 倍 ﾎﾟｲﾝﾄ

元年度平均 53,495 ▲ 6.8 33,724 ▲ 0.3 1.59 ▲ 0.11 18,959 ▲ 8.0 8,635 ▲ 4.3 2.20 ▲ 0.08

2年度平均 42,986 ▲ 19.6 35,131 4.2 1.22 ▲ 0.37 15,734 ▲ 17.0 8,149 ▲ 5.6 1.93 ▲ 0.27

3年度平均 48,629 13.1 34,397 ▲ 2.1 1.41 0.19 17,572 11.7 7,920 ▲ 2.8 2.22 0.29

4年度平均 53,543 10.1 33,789 ▲ 1.8 1.58 0.17 18,953 7.9 7,781 ▲ 1.8 2.44 0.22

5年度平均 52,731 ▲ 1.5 34,487 2.1 1.53 ▲ 0.05 18,532 ▲ 2.2 7,761 ▲ 0.3 2.39 ▲ 0.05

5年 1月 52,441 0.7 30,870 ▲ 4.6 1.70 0.09 19,594 ▲ 2.6 8,470 0.0 2.31 ▲ 0.07

2月 54,824 2.2 33,368 0.5 1.64 0.03 19,580 4.9 8,657 13.4 2.26 ▲ 0.18

3月 56,136 2.2 35,552 0.2 1.58 0.03 20,311 ▲ 0.3 9,030 ▲ 5.3 2.25 0.11

4月 53,160 1.2 36,992 ▲ 1.0 1.44 0.03 18,227 ▲ 1.3 10,505 ▲ 4.1 1.74 0.05

5月 51,346 ▲ 1.8 36,774 ▲ 1.9 1.40 0.00 16,910 ▲ 4.9 8,060 1.6 2.10 ▲ 0.14

6月 52,269 ▲ 2.2 35,651 ▲ 1.8 1.47 0.00 20,222 0.9 7,346 ▲ 4.4 2.75 0.14

7月 52,259 ▲ 2.4 33,612 ▲ 0.3 1.55 ▲ 0.04 18,204 ▲ 4.8 6,554 ▲ 1.9 2.78 ▲ 0.08

8月 52,935 ▲ 1.0 33,330 0.6 1.59 ▲ 0.02 17,714 ▲ 0.6 7,121 3.5 2.49 ▲ 0.10

9月 52,791 ▲ 2.2 33,515 1.3 1.58 ▲ 0.05 19,538 ▲ 1.3 7,341 ▲ 1.6 2.66 0.01

10月 54,315 ▲ 0.1 34,349 4.3 1.58 ▲ 0.07 19,851 0.7 7,858 9.6 2.53 ▲ 0.22

11月 52,899 ▲ 1.3 33,443 5.1 1.58 ▲ 0.10 16,682 ▲ 2.8 6,801 5.8 2.45 ▲ 0.22

12月 51,869 0.0 32,451 8.6 1.60 ▲ 0.14 18,228 1.1 6,557 8.8 2.78 ▲ 0.21

6年 1月 51,599 ▲ 1.6 32,954 6.8 1.57 ▲ 0.13 18,996 ▲ 3.1 8,563 1.1 2.22 ▲ 0.09

2月 53,839 ▲ 1.8 34,911 4.6 1.54 ▲ 0.10 19,016 ▲ 2.9 8,378 ▲ 3.2 2.27 0.01

3月 53,493 ▲ 4.7 35,862 0.9 1.49 ▲ 0.09 18,790 ▲ 7.5 8,042 ▲ 10.9 2.34 0.09

4月 50,732 ▲ 4.6 37,881 2.4 1.34 ▲ 0.10 16,991 ▲ 6.8 10,922 4.0 1.56 ▲ 0.18

5月 49,514 ▲ 3.6 37,790 2.8 1.31 ▲ 0.09 17,025 0.7 8,125 0.8 2.10 0.00

6月 48,714 ▲ 6.8 36,383 2.1 1.34 ▲ 0.13 17,470 ▲ 13.6 6,772 ▲ 7.8 2.58 ▲ 0.17

7月 48,775 ▲ 6.7 34,797 3.5 1.40 ▲ 0.15 17,107 ▲ 6.0 7,128 8.8 2.40 ▲ 0.38

8月 49,243 ▲ 7.0 33,533 0.6 1.47 ▲ 0.12 17,238 ▲ 2.7 6,346 ▲ 10.9 2.72 0.23

9月 49,396 ▲ 6.4 33,078 ▲ 1.3 1.49 ▲ 0.09 17,241 ▲ 11.8 6,670 ▲ 9.1 2.58 ▲ 0.08

10月 50,876 ▲ 6.3 33,173 ▲ 3.4 1.53 ▲ 0.05 18,546 ▲ 6.6 7,401 ▲ 5.8 2.51 ▲ 0.02

11月 49,857 ▲ 5.8 32,248 ▲ 3.6 1.55 ▲ 0.03 16,508 ▲ 1.0 6,271 ▲ 7.8 2.63 0.18

12月 49,751 ▲ 4.1 31,378 ▲ 3.3 1.59 ▲ 0.01 17,352 ▲ 4.8 6,392 ▲ 2.5 2.71 ▲ 0.07

7年 1月 49,707 ▲ 3.7 32,102 ▲ 2.6 1.55 ▲ 0.02 17,935 ▲ 5.6 8,409 ▲ 1.8 2.13 ▲ 0.09

（注）１．新規学卒を除きパートタイムを含む。
　　　２．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の注４を参照。

　　　項目

年月

一般職業紹介状況の推移（原数値） 

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 新規求人数 新規求職申込件数 新規求人倍率

－４－

▲



前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年
同月比 同月比 同月比 同月比 同月比 同月比 同月比 同月比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

34,978 ▲ 5.8 21,429 ▲ 1.9 12,247 ▲ 7.1 5,701 ▲ 5.5 18,518 ▲ 8.7 12,295 2.6 6,711 ▲ 9.6 2,934 ▲ 1.8

29,148 ▲ 16.7 22,171 3.5 10,399 ▲ 15.1 5,294 ▲ 7.1 13,839 ▲ 25.3 12,960 5.4 5,335 ▲ 20.5 2,855 ▲ 2.7

33,159 13.8 21,344 ▲ 3.7 11,690 12.4 5,109 ▲ 3.5 15,470 11.8 13,136 1.4 5,881 10.2 2,811 ▲ 1.5

36,271 9.4 20,688 ▲ 3.1 12,614 7.9 4,987 ▲ 2.4 17,272 11.6 13,079 ▲ 0.4 6,339 7.8 2,795 ▲ 0.6

36,467 0.5 21,028 1.6 12,628 0.1 4,942 ▲ 0.9 16,265 ▲ 5.8 13,459 2.9 5,903 ▲ 6.9 2,819 0.9

35,756 3.6 19,395 ▲ 5.5 12,903 3.9 5,595 ▲ 0.9 16,685 ▲ 5.0 11,475 ▲ 2.9 6,691 ▲ 13.1 2,875 1.9

36,554 4.1 20,877 ▲ 1.2 12,403 4.5 5,398 9.2 18,270 ▲ 1.2 12,491 3.5 7,177 5.7 3,259 20.9

37,354 3.1 22,112 ▲ 0.9 13,454 1.0 5,872 ▲ 4.7 18,782 0.6 13,440 2.0 6,857 ▲ 2.7 3,158 ▲ 6.6

36,308 2.3 22,169 ▲ 0.8 12,463 1.1 6,009 ▲ 5.8 16,852 ▲ 1.1 14,823 0.5 5,764 ▲ 6.2 4,496 ▲ 1.8

35,556 0.8 21,894 ▲ 2.4 11,627 ▲ 0.6 4,920 0.9 15,790 ▲ 7.3 14,880 ▲ 1.1 5,283 ▲ 13.2 3,140 2.6

36,494 0.6 21,221 ▲ 2.2 13,925 2.6 4,791 ▲ 3.6 15,775 ▲ 7.9 14,430 ▲ 1.2 6,297 ▲ 2.5 2,555 ▲ 5.9

36,838 1.6 20,381 ▲ 0.7 12,837 1.5 4,281 ▲ 3.2 15,421 ▲ 10.7 13,231 0.3 5,367 ▲ 17.1 2,273 0.7

37,134 1.6 20,414 0.6 12,112 0.5 4,668 3.5 15,801 ▲ 6.5 12,916 0.8 5,602 ▲ 3.0 2,453 3.6

36,595 ▲ 1.0 20,520 1.4 13,289 ▲ 1.7 4,745 ▲ 0.8 16,196 ▲ 4.9 12,995 1.1 6,249 ▲ 0.4 2,596 ▲ 3.1

37,687 1.7 21,047 4.4 13,713 5.7 5,072 10.0 16,628 ▲ 3.9 13,302 4.2 6,138 ▲ 9.0 2,786 9.0

36,578 0.6 20,465 4.8 11,154 ▲ 2.7 4,448 6.2 16,321 ▲ 5.3 12,978 5.6 5,528 ▲ 3.2 2,353 5.1

35,985 1.9 20,197 8.4 12,565 1.7 4,533 7.0 15,884 ▲ 4.2 12,254 9.1 5,663 ▲ 0.1 2,024 13.2

35,387 ▲ 1.0 20,461 5.5 12,727 ▲ 1.4 5,564 ▲ 0.6 16,212 ▲ 2.8 12,493 8.9 6,269 ▲ 6.3 2,999 4.3

36,559 0.0 21,622 3.6 12,420 0.1 5,213 ▲ 3.4 17,280 ▲ 5.4 13,289 6.4 6,596 ▲ 8.1 3,165 ▲ 2.9

36,479 ▲ 2.3 21,941 ▲ 0.8 12,709 ▲ 5.5 5,055 ▲ 13.9 17,014 ▲ 9.4 13,921 3.6 6,081 ▲ 11.3 2,987 ▲ 5.4

35,591 ▲ 2.0 22,514 1.6 12,026 ▲ 3.5 6,363 5.9 15,141 ▲ 10.2 15,367 3.7 4,965 ▲ 13.9 4,559 1.4

34,912 ▲ 1.8 22,209 1.4 11,702 0.6 4,837 ▲ 1.7 14,602 ▲ 7.5 15,581 4.7 5,323 0.8 3,288 4.7

34,921 ▲ 4.3 21,349 0.6 12,510 ▲ 10.2 4,326 ▲ 9.7 13,793 ▲ 12.6 15,034 4.2 4,960 ▲ 21.2 2,446 ▲ 4.3

34,962 ▲ 5.1 20,692 1.5 12,053 ▲ 6.1 4,489 4.9 13,813 ▲ 10.4 14,105 6.6 5,054 ▲ 5.8 2,639 16.1

35,126 ▲ 5.4 20,133 ▲ 1.4 11,802 ▲ 2.6 4,159 ▲ 10.9 14,117 ▲ 10.7 13,400 3.7 5,436 ▲ 3.0 2,187 ▲ 10.8

34,822 ▲ 4.8 19,763 ▲ 3.7 12,018 ▲ 9.6 4,187 ▲ 11.8 14,574 ▲ 10.0 13,315 2.5 5,223 ▲ 16.4 2,483 ▲ 4.4

35,560 ▲ 5.6 19,803 ▲ 5.9 12,761 ▲ 6.9 4,622 ▲ 8.9 15,316 ▲ 7.9 13,370 0.5 5,785 ▲ 5.8 2,779 ▲ 0.3

35,003 ▲ 4.3 19,322 ▲ 5.6 11,402 2.2 4,061 ▲ 8.7 14,854 ▲ 9.0 12,926 ▲ 0.4 5,106 ▲ 7.6 2,210 ▲ 6.1

34,725 ▲ 3.5 19,118 ▲ 5.3 11,926 ▲ 5.1 4,310 ▲ 4.9 15,026 ▲ 5.4 12,260 0.0 5,426 ▲ 4.2 2,082 2.9

34,514 ▲ 2.5 19,665 ▲ 3.9 12,108 ▲ 4.9 5,412 ▲ 2.7 15,193 ▲ 6.3 12,437 ▲ 0.4 5,827 ▲ 7.1 2,997 ▲ 0.1

（注）１．新規学卒を除きパートタイムを含む。

　　　２．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の注４を参照。

　　　３．令和4年度平均及び令和4年12月の「有効求職者数」と「新規求職申込件数」の数値については、再計算により訂正しています。

3月

元年度平均

4年度平均

2年度平均

5年度平均

パートタイム就業形態

新規求職申込件数

パートタイムを除く

 年月

新規求職申込件数

原数値原数値

一般職業紹介状況の推移（就業形態別・原数値）

　　  項目 有効求人数 有効求職者数有効求職者数

原数値原数値

新規求人数

原数値 原数値 原数値

有効求人数 新規求人数

原数値

3年度平均

5年 1月

6年 1月

7月

6月

10月

11月

4月

5月

8月

2月

4月

10月

7月

5月

3月

9月

7年 1月

12月

9月

12月

 2月

11月

8月

6月

－ ５ －



（単位：人）

A,B. C. D. E. F. G. H. I. J. K. L. M. N. O. P. Q. R. S,T.
農,林,
漁業

鉱業,採
石業,砂
利採取
業

建設業 製造業 電気・
ガス・
熱供
給・水
道業

情報通
信業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

金融業,
保険業

不動産
業,物品
賃貸業

学術研
究,専
門・技
術サー
ビス業

宿泊業,
飲食
サービ
ス業

生活関
連サー
ビス業,
娯楽業

教育,学
習支援
業

医療,福
祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業

公務・
その他

元年度計 227,506 1,459 360 27,538 29,079 357 2,721 11,925 44,773 1,198 2,387 4,950 18,932 9,725 3,435 38,446 1,426 21,841 6,954

2年度計 188,806 1,458 394 26,914 21,323 273 1,990 8,315 36,883 968 1,747 4,759 12,394 6,635 3,334 33,657 1,200 18,959 7,603

3年度計 210,858 1,630 346 30,658 31,717 337 2,359 9,165 36,653 833 2,234 5,584 13,505 7,229 3,391 36,084 1,188 21,721 6,224

4年度計 227,430 1,643 394 31,988 33,582 357 2,504 11,425 37,955 1,031 2,432 5,831 17,303 8,090 3,536 36,872 1,049 24,229 7,209

5年度計 222,378 1,465 361 31,908 30,369 266 3,002 11,663 36,112 1,143 2,488 5,779 15,782 8,271 3,275 37,269 1,230 24,887 7,108

5年 1月 19,594 140 23 2,620 2,964 33 177 933 3,185 113 291 439 1,256 796 352 3,161 71 2,061 979

2月 19,580 129 28 2,418 2,697 42 181 959 2,976 69 173 561 1,498 694 516 3,188 105 2,007 1,339

3月 20,311 180 29 2,905 2,690 40 271 994 3,194 90 156 500 1,440 693 390 3,226 87 2,676 750

4月 18,227 154 30 2,726 2,530 24 221 958 3,039 83 250 432 1,264 760 306 2,911 98 2,032 409

5月 16,910 148 21 2,580 2,448 20 174 832 2,711 129 167 492 1,019 507 180 2,824 119 2,171 368

6月 20,222 160 33 2,952 2,865 19 291 1,039 3,361 69 278 467 1,729 751 312 3,315 94 2,198 289

7月 18,204 110 24 2,552 2,573 32 286 930 2,876 87 233 372 1,107 742 328 2,866 129 2,071 886

8月 17,714 120 27 2,625 2,466 19 243 960 2,716 97 194 657 1,286 557 191 3,121 114 2,038 283

9月 19,538 112 38 2,718 2,725 21 301 1,078 3,424 73 186 462 1,653 753 192 3,330 83 2,125 264

10月 19,851 107 33 2,627 2,908 24 281 1,111 3,142 129 250 403 1,745 872 281 3,021 102 2,334 481

11月 16,682 71 20 2,441 2,209 22 250 865 2,841 87 201 609 1,163 525 256 2,885 116 1,589 532

12月 18,228 65 38 2,568 2,350 12 326 974 2,839 107 160 462 1,277 705 237 3,424 85 1,938 661

6年 1月 18,996 150 43 2,629 2,549 25 160 991 3,097 89 260 422 1,329 842 305 3,068 107 2,026 904

2月 19,016 148 23 2,709 2,275 33 229 851 2,826 120 163 551 1,098 580 429 3,164 84 2,229 1,504

3月 18,790 120 31 2,781 2,471 15 240 1,074 3,240 73 146 450 1,112 677 258 3,340 99 2,136 527

4月 16,991 145 26 2,767 2,441 23 188 975 2,692 63 189 403 1,310 646 256 2,606 149 1,813 299

5月 17,025 117 41 2,494 2,293 32 197 788 2,980 103 156 490 1,105 517 188 2,884 94 2,106 440

6月 17,470 117 24 2,614 2,322 8 221 1,028 2,777 53 232 402 1,058 493 185 3,001 124 1,903 908

7月 17,107 129 30 2,654 2,253 30 244 890 2,564 105 191 389 1,278 722 280 2,842 165 1,874 467

8月 17,238 135 44 2,748 2,466 17 248 938 2,825 122 145 421 1,100 519 168 2,927 115 2,020 280

9月 17,241 146 20 2,511 2,356 14 234 1,051 2,968 50 132 563 1,171 529 205 2,970 97 1,957 267

10月 18,546 124 29 2,653 2,511 17 180 1,030 2,884 116 154 412 1,691 722 624 2,988 124 1,944 343

11月 16,508 100 42 2,496 2,152 16 222 828 2,547 83 139 389 992 513 213 3,145 103 1,887 641

12月 17,352 103 32 2,474 2,056 19 222 906 2,740 80 181 601 1,015 465 258 3,392 80 1,881 847

7年 1月 17,935 144 31 2,578 2,421 33 196 922 2,657 72 109 397 1,240 609 268 3,440 148 1,881 789

※令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分による。

※令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分による。

産業別新規求人数（原数値・新規学卒を除く）

全数

－
６
－



（単位：％）

A,B. C. D. E. F. G. H. I. J. K. L. M. N. O. P. Q. R. S,T.
農,林,
漁業

鉱業,採
石業,砂
利採取
業

建設業 製造業 電気・
ガス・
熱供
給・水
道業

情報通
信業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

金融業,
保険業

不動産
業,物品
賃貸業

学術研
究,専
門・技
術サー
ビス業

宿泊業,
飲食
サービ
ス業

生活関
連サー
ビス業,
娯楽業

教育,学
習支援
業

医療,福
祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業

公務・
その他

元年度計 ▲ 8.0 ▲ 7.2 5.9 0.3 ▲ 19.0 0.3 ▲ 4.5 ▲ 4.8 ▲ 4.8 ▲ 1.5 ▲ 10.5 4.7 ▲ 8.1 ▲ 11.0 ▲ 14.1 ▲ 5.1 ▲ 23.0 ▲ 17.8 13.3

2年度計 ▲ 17.0 ▲ 0.1 9.4 ▲ 2.3 ▲ 26.7 ▲ 23.5 ▲ 26.9 ▲ 30.3 ▲ 17.6 ▲ 19.2 ▲ 26.8 ▲ 3.9 ▲ 34.5 ▲ 31.8 ▲ 2.9 ▲ 12.5 ▲ 15.8 ▲ 13.2 9.3

3年度計 11.7 11.8 ▲ 12.2 13.9 48.7 23.4 18.5 10.2 ▲ 0.6 ▲ 13.9 27.9 17.3 9.0 9.0 1.7 7.2 ▲ 1.0 14.6 ▲ 18.1

4年度計 7.9 0.8 13.9 4.3 5.9 5.9 6.1 24.7 3.6 23.8 8.9 4.4 28.1 11.9 4.3 2.2 ▲ 11.7 11.5 15.8

5年度計 ▲ 2.2 ▲ 10.8 ▲ 8.4 ▲ 0.3 ▲ 9.6 ▲ 25.5 19.9 2.1 ▲ 4.9 10.9 2.3 ▲ 0.9 ▲ 8.8 2.2 ▲ 7.4 1.1 17.3 2.7 ▲ 1.4

5年 1月 ▲ 2.6 21.7 ▲ 4.2 2.1 6.5 32.0 55.3 17.4 ▲ 24.4 32.9 13.2 ▲ 12.7 ▲ 20.3 ▲ 6.7 2.9 ▲ 1.9 ▲ 18.4 6.1 61.3

2月 4.9 ▲ 18.9 21.7 ▲ 1.9 4.8 31.3 ▲ 29.6 15.7 ▲ 12.7 11.3 ▲ 10.8 5.5 59.0 18.2 56.4 7.7 9.4 10.3 ▲ 3.7

3月 ▲ 0.3 2.9 ▲ 23.7 ▲ 4.4 ▲ 12.8 33.3 7.1 12.8 ▲ 4.8 ▲ 2.2 ▲ 16.6 13.4 2.1 1.2 ▲ 3.7 ▲ 1.4 ▲ 19.4 21.0 6.2

4月 ▲ 1.3 ▲ 11.5 ▲ 18.9 0.8 ▲ 8.7 60.0 46.4 17.0 0.7 ▲ 12.6 30.9 ▲ 18.5 ▲ 12.9 ▲ 1.2 12.1 ▲ 3.3 55.6 2.8 ▲ 3.3

5月 ▲ 4.9 7.2 ▲ 12.5 ▲ 0.2 ▲ 2.6 ▲ 9.1 ▲ 20.2 4.7 ▲ 24.9 87.0 ▲ 14.4 0.0 ▲ 16.1 6.5 ▲ 8.2 7.3 10.2 4.9 ▲ 13.2

6月 0.9 ▲ 4.8 ▲ 15.4 0.3 ▲ 4.1 ▲ 5.0 20.2 5.6 ▲ 0.2 ▲ 29.6 23.6 8.1 6.8 14.1 14.7 0.9 ▲ 29.9 5.4 ▲ 39.2

7月 ▲ 4.8 ▲ 17.9 ▲ 29.4 ▲ 6.1 ▲ 10.8 10.3 100.0 ▲ 6.8 ▲ 7.4 14.5 30.9 ▲ 28.9 ▲ 31.3 ▲ 0.4 6.8 ▲ 9.0 43.3 ▲ 0.0 176.9

8月 ▲ 0.6 ▲ 16.1 ▲ 15.6 3.2 ▲ 13.6 ▲ 9.5 9.0 ▲ 4.0 ▲ 10.6 11.5 ▲ 12.6 13.5 0.9 10.1 ▲ 3.0 9.8 54.1 12.6 ▲ 25.7

9月 ▲ 1.3 ▲ 22.2 5.6 ▲ 5.6 ▲ 15.7 ▲ 36.4 21.4 12.5 2.6 ▲ 8.8 10.1 6.5 10.2 ▲ 2.6 ▲ 17.2 3.9 ▲ 34.1 3.1 ▲ 23.5

10月 0.7 ▲ 16.4 ▲ 19.5 ▲ 5.5 ▲ 2.7 ▲ 27.3 19.1 1.8 ▲ 1.2 31.6 ▲ 18.3 ▲ 4.5 1.4 9.4 ▲ 9.1 ▲ 4.8 54.5 21.6 11.3

11月 ▲ 2.8 ▲ 13.4 ▲ 31.0 8.1 ▲ 7.1 ▲ 37.1 42.0 ▲ 10.2 ▲ 5.7 33.8 6.3 12.2 ▲ 25.3 ▲ 3.3 20.8 0.9 93.3 ▲ 2.2 ▲ 8.6

12月 1.1 ▲ 21.7 ▲ 9.5 ▲ 2.5 ▲ 10.4 ▲ 64.7 37.0 4.6 ▲ 3.0 17.6 16.8 22.9 10.1 10.2 ▲ 15.4 9.0 30.8 3.7 ▲ 12.9

6年 1月 ▲ 3.1 7.1 87.0 0.3 ▲ 14.0 ▲ 24.2 ▲ 9.6 6.2 ▲ 2.8 ▲ 21.2 ▲ 10.7 ▲ 3.9 5.8 5.8 ▲ 13.4 ▲ 2.9 50.7 ▲ 1.7 ▲ 7.7

2月 ▲ 2.9 14.7 ▲ 17.9 12.0 ▲ 15.6 ▲ 21.4 26.5 ▲ 11.3 ▲ 5.0 73.9 ▲ 5.8 ▲ 1.8 ▲ 26.7 ▲ 16.4 ▲ 16.9 ▲ 0.8 ▲ 20.0 11.1 12.3

3月 ▲ 7.5 ▲ 33.3 6.9 ▲ 4.3 ▲ 8.1 ▲ 62.5 ▲ 11.4 8.0 1.4 ▲ 18.9 ▲ 6.4 ▲ 10.0 ▲ 22.8 ▲ 2.3 ▲ 33.8 3.5 13.8 ▲ 20.2 ▲ 29.7

4月 ▲ 6.8 ▲ 5.8 ▲ 13.3 1.5 ▲ 3.5 (▲ 4.2) ▲ 14.9 (1.8) (▲ 11.4) ▲ 24.1 ▲ 24.4 ▲ 6.7 3.6 ▲ 15.0 ▲ 16.3 (▲ 10.5) 52.0 (▲ 10.8) ▲ 26.9

5月 0.7 ▲ 20.9 95.2 ▲ 3.3 ▲ 6.3 (60.0) 13.2 (▲ 5.3) (9.9) ▲ 20.2 ▲ 6.6 ▲ 0.4 8.4 2.0 4.4 (2.1) ▲ 21.0 (▲ 3.0) 19.6

6月 ▲ 13.6 ▲ 26.9 ▲ 27.3 ▲ 11.4 ▲ 19.0 (▲ 57.9) ▲ 24.1 (▲ 1.1) (▲ 17.4) ▲ 23.2 ▲ 16.5 ▲ 13.9 ▲ 38.8 ▲ 34.4 ▲ 40.7 (▲ 9.5) 31.9 (▲ 13.4) 214.2

7月 ▲ 6.0 17.3 25.0 4.0 ▲ 12.4 (▲ 6.3) ▲ 14.7 (▲ 4.3) (▲ 10.8) 20.7 ▲ 18.0 4.6 15.4 ▲ 2.7 ▲ 14.6 (▲ 0.8) 27.9 (▲ 9.5) ▲ 47.3

8月 ▲ 2.7 12.5 63.0 4.7 0.0 (▲ 10.5) 2.1 (▲ 2.3) (4.0) 25.8 ▲ 25.3 ▲ 35.9 ▲ 14.5 ▲ 6.8 ▲ 12.0 (▲ 6.2) 0.9 (▲ 0.9) ▲ 1.1

9月 ▲ 11.8 30.4 ▲ 47.4 ▲ 7.6 ▲ 13.5 (▲ 33.3) ▲ 22.3 (▲ 2.5) (▲ 13.3) ▲ 31.5 ▲ 29.0 21.9 ▲ 29.2 ▲ 29.7 6.8 (▲ 10.8) 16.9 (▲ 7.9) 1.1

10月 ▲ 6.6 15.9 ▲ 12.1 1.0 ▲ 13.7 (▲ 29.2) ▲ 35.9 (▲ 7.3) (▲ 8.2) ▲ 10.1 ▲ 38.4 2.2 ▲ 3.1 ▲ 17.2 122.1 (▲ 1.1) 21.6 (▲ 16.7) ▲ 28.7

11月 ▲ 1.0 40.8 110.0 2.3 ▲ 2.6 (▲ 27.3) ▲ 11.2 (▲ 4.3) (▲ 10.3) ▲ 4.6 ▲ 30.8 ▲ 36.1 ▲ 14.7 ▲ 2.3 ▲ 16.8 (9.0) ▲ 11.2 (18.8) 20.5

12月 ▲ 4.8 58.5 ▲ 15.8 ▲ 3.7 ▲ 12.5 (58.3) ▲ 31.9 (▲ 7.0) (▲ 3.5) ▲ 25.2 13.1 30.1 ▲ 20.5 ▲ 34.0 8.9 (▲ 0.9) ▲ 5.9 (▲ 2.9) 28.1

7年 1月 ▲ 5.6 ▲ 4.0 ▲ 27.9 ▲ 1.9 ▲ 5.0 (32.0) 22.5 (▲ 7.0) (▲ 14.2) ▲ 19.1 ▲ 58.1 ▲ 5.9 ▲ 6.7 ▲ 27.7 ▲ 12.1 (12.1) 38.3 (▲ 7.2) ▲ 12.7

※令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分による。

※令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分による。

※令和６年４月以降の対前年比については産業分類改定のあった産業について（）で示している。本表においては改定の影響はない。

産業別新規求人数の前年同月比（原数値・新規学卒を除く）

全数

－
７
－



（単位：人）

A,B. C. D. E. F. G. H. I. J. K. L. M. N. O. P. Q. R. S,T.
農,林,漁
業

鉱業,採
石業,砂
利採取業

建設業 製造業 電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報通信
業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

金融業,
保険業

不動産
業,物品
賃貸業

学術研
究,専
門・技術
サービス
業

宿泊業,
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業,娯楽
業

教育,学
習支援業

医療,福
祉

複合サー
ビス事業

サービス
業

公務・そ
の他

元年度計 ▲ 19,754 ▲ 113 20 77 ▲ 6,816 1 ▲ 128 ▲ 606 ▲ 2,276 ▲ 18 ▲ 280 220 ▲ 1,665 ▲ 1,204 ▲ 566 ▲ 2,051 ▲ 426 ▲ 4,740 817

2年度計 ▲ 38,700 ▲ 1 34 ▲ 624 ▲ 7,756 ▲ 84 ▲ 731 ▲ 3,610 ▲ 7,890 ▲ 230 ▲ 640 ▲ 191 ▲ 6,538 ▲ 3,090 ▲ 101 ▲ 4,789 ▲ 226 ▲ 2,882 649

3年度計 22,052 172 ▲ 48 3,744 10,394 64 369 850 ▲ 230 ▲ 135 487 825 1,111 594 57 2,427 ▲ 12 2,762 ▲ 1,379

4年度計 16,572 13 48 1,330 1,865 20 145 2,260 1,302 198 198 247 3,798 861 145 788 ▲ 139 2,508 985

5年度計 ▲ 5,052 ▲ 178 ▲ 33 ▲ 80 ▲ 3,213 ▲ 91 498 238 ▲ 1,843 112 56 ▲ 52 ▲ 1,521 181 ▲ 261 397 181 658 ▲ 101

5年 1月 ▲ 517 25 ▲ 1 53 180 8 63 138 ▲ 1,028 28 34 ▲ 64 ▲ 319 ▲ 57 10 ▲ 61 ▲ 16 118 372

2月 923 ▲ 30 5 ▲ 47 124 10 ▲ 76 130 ▲ 431 7 ▲ 21 29 556 107 186 229 9 187 ▲ 51

3月 ▲ 62 5 ▲ 9 ▲ 133 ▲ 395 10 18 113 ▲ 161 ▲ 2 ▲ 31 59 30 8 ▲ 15 ▲ 47 ▲ 21 465 44

4月 ▲ 244 ▲ 20 ▲ 7 21 ▲ 240 9 70 139 20 ▲ 12 59 ▲ 98 ▲ 188 ▲ 9 33 ▲ 98 35 56 ▲ 14

5月 ▲ 871 10 ▲ 3 ▲ 5 ▲ 65 ▲ 2 ▲ 44 37 ▲ 899 60 ▲ 28 0 ▲ 195 31 ▲ 16 191 11 102 ▲ 56

6月 187 ▲ 8 ▲ 6 9 ▲ 124 ▲ 1 49 55 ▲ 6 ▲ 29 53 35 110 93 40 30 ▲ 40 113 ▲ 186

7月 ▲ 914 ▲ 24 ▲ 10 ▲ 166 ▲ 310 3 143 ▲ 68 ▲ 231 11 55 ▲ 151 ▲ 504 ▲ 3 21 ▲ 284 39 ▲ 1 566

8月 ▲ 115 ▲ 23 ▲ 5 81 ▲ 388 ▲ 2 20 ▲ 40 ▲ 323 10 ▲ 28 78 11 51 ▲ 6 279 40 228 ▲ 98

9月 ▲ 257 ▲ 32 2 ▲ 161 ▲ 508 ▲ 12 53 120 86 ▲ 7 17 28 153 ▲ 20 ▲ 40 124 ▲ 43 64 ▲ 81

10月 130 ▲ 21 ▲ 8 ▲ 152 ▲ 82 ▲ 9 45 20 ▲ 39 31 ▲ 56 ▲ 19 24 75 ▲ 28 ▲ 151 36 415 49

11月 ▲ 487 ▲ 11 ▲ 9 182 ▲ 168 ▲ 13 74 ▲ 98 ▲ 172 22 12 66 ▲ 394 ▲ 18 44 25 56 ▲ 35 ▲ 50

12月 202 ▲ 18 ▲ 4 ▲ 65 ▲ 272 ▲ 22 88 43 ▲ 87 16 23 86 117 65 ▲ 43 284 20 69 ▲ 98

6年 1月 ▲ 598 10 20 9 ▲ 415 ▲ 8 ▲ 17 58 ▲ 88 ▲ 24 ▲ 31 ▲ 17 73 46 ▲ 47 ▲ 93 36 ▲ 35 ▲ 75

2月 ▲ 564 19 ▲ 5 291 ▲ 422 ▲ 9 48 ▲ 108 ▲ 150 51 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 400 ▲ 114 ▲ 87 ▲ 24 ▲ 21 222 165

3月 ▲ 1,521 ▲ 60 2 ▲ 124 ▲ 219 ▲ 25 ▲ 31 80 46 ▲ 17 ▲ 10 ▲ 50 ▲ 328 ▲ 16 ▲ 132 114 12 ▲ 540 ▲ 223

4月 ▲ 1,236 ▲ 9 ▲ 4 41 ▲ 89 (▲ 1) ▲ 33 (17) (▲ 347) ▲ 20 ▲ 61 ▲ 29 46 ▲ 114 ▲ 50 (▲ 305) 51 (▲ 219) ▲ 110

5月 115 ▲ 31 20 ▲ 86 ▲ 155 (12) 23 (▲ 44) (269) ▲ 26 ▲ 11 ▲ 2 86 10 8 (60) ▲ 25 (▲ 65) 72

6月 ▲ 2,752 ▲ 43 ▲ 9 ▲ 338 ▲ 543 (▲ 11) ▲ 70 (▲ 11) (▲ 584) ▲ 16 ▲ 46 ▲ 65 ▲ 671 ▲ 258 ▲ 127 (▲ 314) 30 (▲ 295) 619

7月 ▲ 1,097 19 6 102 ▲ 320 (▲ 2) ▲ 42 (▲ 40) (▲ 312) 18 ▲ 42 17 171 ▲ 20 ▲ 48 (▲ 24) 36 (▲ 197) ▲ 419

8月 ▲ 476 15 17 123 0 (▲ 2) 5 (▲ 22) (109) 25 ▲ 49 ▲ 236 ▲ 186 ▲ 38 ▲ 23 (▲ 194) 1 (▲ 18) ▲ 3

9月 ▲ 2,297 34 ▲ 18 ▲ 207 ▲ 369 (▲ 7) ▲ 67 (▲ 27) (▲ 456) ▲ 23 ▲ 54 101 ▲ 482 ▲ 224 13 (▲ 360) 14 (▲ 168) 3

10月 ▲ 1,305 17 ▲ 4 26 ▲ 397 (▲ 7) ▲ 101 (▲ 81) (▲ 258) ▲ 13 ▲ 96 9 ▲ 54 ▲ 150 343 (▲ 33) 22 (▲ 390) ▲ 138

11月 ▲ 174 29 22 55 ▲ 57 (▲ 6) ▲ 28 (▲ 37) (▲ 294) ▲ 4 ▲ 62 ▲ 220 ▲ 171 ▲ 12 ▲ 43 (260) ▲ 13 (298) 109

12月 ▲ 876 38 ▲ 6 ▲ 94 ▲ 294 (7) ▲ 104 (▲ 68) (▲ 99) ▲ 27 21 139 ▲ 262 ▲ 240 21 (▲ 32) ▲ 5 (▲ 57) 186

7年 1月 ▲ 1,061 ▲ 6 ▲ 12 ▲ 51 ▲ 128 (8) 36 (▲ 69) (▲ 440) ▲ 17 ▲ 151 ▲ 25 ▲ 89 ▲ 233 ▲ 37 (372) 41 (▲ 145) ▲ 115

※令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分による。

※令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分による。

※令和６年４月以降の対前年比については産業分類改定のあった産業について（）で示している。本表においては改定の影響はない。

産業別新規求人数の前年同月差（原数値・新規学卒を除く）

全数

－
８
－



新潟県内の正社員にかかる有効求人数等（原数値）

前年同月比 前年同月比 前年同月差 前年同月比

人 ％ 人 ％ 倍 ﾎﾟｲﾝﾄ 件 ％

R元年度 324,673 ▲ 2.8 249,527 ▲ 2.0 1.30 ▲ 0.01 18,118 ▲ 9.8
R2年度 279,081 ▲ 14.0 259,136 3.9 1.08 ▲ 0.22 14,367 ▲ 20.7
R3年度 313,852 12.5 249,241 ▲ 3.8 1.26 0.18 15,255 6.2
R4年度 346,600 10.4 243,234 ▲ 2.4 1.42 0.16 14,615 ▲ 4.2
R5年度 352,153 1.6 247,084 1.6 1.43 0.01 14,356 ▲ 1.8
5年 1月 28,353 4.8 18,570 ▲ 5.6 1.53 0.15 940 ▲ 11.2

2月 28,910 4.9 19,859 ▲ 0.7 1.46 0.08 1,098 ▲ 5.7
3月 29,866 3.5 21,389 ▲ 0.7 1.40 0.06 1,526 4.4
4月 29,403 2.3 21,718 ▲ 1.8 1.35 0.05 1,323 ▲ 7.0
5月 28,939 1.5 21,477 ▲ 2.2 1.35 0.05 1,277 0.7
6月 29,414 1.8 20,985 ▲ 2.1 1.40 0.05 1,288 ▲ 9.5
7月 29,663 3.1 20,263 ▲ 0.6 1.46 0.05 1,154 ▲ 5.9
8月 29,748 2.8 20,341 0.9 1.46 0.02 1,087 ▲ 2.8
9月 29,328 ▲ 0.2 20,460 1.4 1.43 ▲ 0.03 1,205 ▲ 1.5
10月 29,589 0.6 20,955 4.7 1.41 ▲ 0.06 1,310 8.3
11月 29,188 1.3 20,195 4.8 1.45 ▲ 0.05 1,206 4.9
12月 28,722 2.5 19,357 8.0 1.48 ▲ 0.08 1,112 10.1

6年 1月 28,760 1.4 19,563 5.3 1.47 ▲ 0.06 952 1.3
2月 29,550 2.2 20,564 3.6 1.44 ▲ 0.02 1,144 4.2
3月 29,849 ▲ 0.1 21,206 ▲ 0.9 1.41 0.01 1,298 ▲ 14.9
4月 29,409 0.0 21,919 0.9 1.34 ▲ 0.01 1,299 ▲ 1.8
5月 28,760 ▲ 0.6 21,626 0.7 1.33 ▲ 0.02 1,194 ▲ 6.5
6月 28,649 ▲ 2.6 20,901 ▲ 0.4 1.37 ▲ 0.03 1,039 ▲ 19.3
7月 28,622 ▲ 3.5 20,450 0.9 1.40 ▲ 0.06 1,144 ▲ 0.9
8月 28,619 ▲ 3.8 19,940 ▲ 2.0 1.44 ▲ 0.02 983 ▲ 9.6
9月 28,427 ▲ 3.1 19,707 ▲ 3.7 1.44 0.01 1,021 ▲ 15.3
10月 28,864 ▲ 2.5 19,704 ▲ 6.0 1.46 0.05 1,096 ▲ 16.3
11月 28,318 ▲ 3.0 19,107 ▲ 5.4 1.48 0.03 1,002 ▲ 16.9
12月 28,227 ▲ 1.7 18,280 ▲ 5.6 1.54 0.06 986 ▲ 11.3

7年 1月 28,091 ▲ 2.3 18,871 ▲ 3.5 1.49 0.02 822 ▲ 13.7

     （注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の注４を参照。

有効求人倍率有効求人数 有効求職者数 就職件数
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区分

年度・月 定 年 事業主都合 自 己 都 合 自営・その他
人、％ 人、％ 人、％ 人、％ 人、％ 人、％ 人、％ 人、％

2年度 60,822 23,702 33,337 1,103 9,313 22,256 665 3,783
3年度 59,019 24,183 30,752 1,087 7,227 21,789 649 4,084
4年度 57,885 23,582 30,170 1,024 6,540 21,920 686 4,133
5年度 57,459 23,022 30,279 1,006 6,794 21,829 650 4,078

前年同月比

6年 1月 1.1 3.2 ▲ 3.8 8.2 ▲ 4.9 ▲ 3.8 ▲ 8.8 5.3
2月 ▲ 3.5 ▲ 4.1 ▲ 5.4 6.2 ▲ 4.4 ▲ 5.8 ▲ 15.2 16.5
3月 ▲ 13.9 ▲ 14.3 ▲ 11.3 ▲ 10.6 ▲ 5.6 ▲ 12.9 ▲ 11.3 ▲ 25.9
4月 4.2 2.3 5.2 ▲ 4.2 12.1 3.9 ▲ 19.1 4.2
5月 ▲ 2.2 ▲ 0.8 ▲ 2.8 3.3 ▲ 5.4 ▲ 2.2 ▲ 3.4 ▲ 5.5
6月 ▲ 9.6 ▲ 9.4 ▲ 8.7 ▲ 2.7 5.6 ▲ 12.7 ▲ 5.9 ▲ 16.5
7月 4.9 1.7 7.1 10.9 13.5 5.6 ▲ 9.6 6.1
8月 ▲ 11.1 ▲ 12.6 ▲ 10.1 ▲ 8.6 ▲ 17.7 ▲ 8.0 ▲ 11.4 ▲ 10.0
9月 ▲ 11.6 ▲ 13.1 ▲ 10.4 ▲ 21.0 ▲ 7.6 ▲ 10.5 ▲ 19.7 ▲ 13.0

10月 ▲ 9.2 ▲ 13.2 ▲ 5.9 ▲ 9.0 ▲ 2.6 ▲ 6.9 1.8 ▲ 11.0
11月 ▲ 8.1 ▲ 7.9 ▲ 6.5 ▲ 3.4 ▲ 10.5 ▲ 5.2 ▲ 11.1 ▲ 21.2
12月 ▲ 5.8 ▲ 7.4 ▲ 5.1 ▲ 4.9 ▲ 2.5 ▲ 7.5 60.0 ▲ 0.8

7年 1月 ▲ 4.1 ▲ 4.2 ▲ 3.5 ▲ 6.5 ▲ 14.9 0.2 7.7 17.1
実数値

当月 4,986 2,061 2,575 86 542 1,891 56 350

     （注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の注４を参照。

件 ％ 人 ％

2年度 173 14.6 2,987 30.9
3年度 127 ▲ 26.6 1,988 ▲ 33.4
4年度 107 ▲ 15.7 1,462 ▲ 26.5 うち食料品・飲料・飼料 1                        - 17                      -
5年度 135 26.2 1,854 26.8 う ち 繊 維 -                        - -                        -

う ち は ん用 ・生 産用 ・業 務用 機器 -                        - -                        -
6年 1月 11 ▲ 15.4 140 ▲ 29.6 う ち 電 気 ・ 通 信 機 器 ・

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス -                        - -                        -
2月 6 20.0 60 ▲ 78.0 う ち そ の 他 1                 0.0 7                 ▲ 36.4
3月 19 35.7 341 136.8

4月 16 23.1 235 67.9
5月 10 ▲ 28.6 177 ▲ 2.2
6月 14 55.6 227 72.0

7月 3 ▲ 57.1 17 ▲ 90.8
8月 7 ▲ 46.2 119 ▲ 12.5
9月 17 54.5 185 25.9

10月 6 ▲ 66.7 62 ▲ 72.2
11月 7 ▲ 30.0 83 ▲ 31.4
12月 10 150.0 158 222.4

7年 1月 12 9.1 84 ▲ 40.0

建 設 業 11               83.3 81               58.8

製 造 業 42               5.0 612              ▲ 17.9

情 報 通 信 業 1                 0.0 11               22.2

運輸業 、郵 便業 7                 133.3 56               133.3

卸売業 、小 売業 13               ▲ 45.8 119              ▲ 50.2
宿泊業、飲食サービス

業 1                 ▲ 83.3 5                 ▲ 92.3

医 療 、 福 祉 15               15.4 319              109.9

教育、サービス業 8                 ▲ 33.3 106              6.0

そ の 他 4                 ▲ 20.0 38               ▲ 44.1

合 計 102              ▲ 7.3 1,347           ▲ 7.3

　件数は12件で前年同月の11件より1件減少した。離職者数は84人で前年同月の140人より56人減少した。

前 年 同 月 比件 数

　離職者の項目では、自己都合、自営・その他の項目で増加し、定年、事業主都合の項目で減少した。

企業整備状況（倒産・廃業、人員整理に伴う離職者数１件５人以上）

常用求職者

件 数 前　年
同月比

区分 前　年
同月比

産　業

区　分

建 設 業

年度・月

離 職 者 数

2                 

製 造 業

医 療 、 福 祉

       -

運輸業、郵便業

産 業 別 状 況 （ 当 月 ）

118.2

離職者数前 年 同 月 比

15               

       -

2                 

-                 

▲ 38.2

100.0

-                 

4                 

       -

150.0100.0

24               

宿 泊 業 、 飲 食
サ ー ビ ス 業

       -

5                 

21               

5                 

卸売業、小売業 0.0

1                 ▲ 50.0

区　分

件 数

産 業 別 状 況 （ 令 和 6 年 度 累 計 ）

          12

そ の 他 1                 

合 計 9.1

前 年 同 期 比

▲ 78.6

離職者数前 年 同 期 比

▲ 50.0

▲ 40.0

       -

▲ 87.5

　今年度累計の産業別状況では、件数で製造業が42件と最も多く、離職者数では製造業が612人と最も多くなった。

新規常用求職者の態様別状況（パートを除く常用）

在職者 離職者

　前年同月比では、無業者の項目で増加し、在職者、離職者の項目で減少した。

無業者

▲ 28.6

9                 

1                 

産　業

教 育 、
サ ー ビ ス 業

1                 0.0 5                 

          84

情 報 通 信 業 -                        - -                 

- １０  -



前年同月

月 6年 7年 6年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 1月 （ポイント）

新 潟 1.90 1.78 1.60 1.54 1.56 1.65 1.78 1.77 1.80 1.83 1.95 1.90 1.90 0.00

新 発 田 1.15 1.19 1.13 1.06 1.10 1.08 1.10 1.15 1.17 1.21 1.14 1.30 1.18 0.12

新 津 1.30 1.30 1.20 1.21 1.26 1.29 1.34 1.37 1.35 1.39 1.34 1.35 1.38 ▲ 0.03

巻 1.47 1.48 1.29 1.26 1.32 1.41 1.57 1.61 1.61 1.57 1.56 1.51 1.47 0.04

佐 渡 1.32 1.38 1.20 1.28 1.23 1.43 1.46 1.42 1.35 1.16 1.13 1.09 1.23 ▲ 0.14

村 上 1.25 1.23 1.10 1.11 1.12 1.14 1.21 1.27 1.34 1.27 1.27 1.24 1.19 0.05

長 岡 1.46 1.38 1.22 2.40 1.25 1.27 1.25 1.25 1.33 1.34 1.40 1.29 1.48 ▲ 0.19

三 条 1.47 1.49 1.35 1.35 1.26 1.24 1.25 1.36 1.39 1.46 1.46 1.44 1.59 ▲ 0.15

十 日 町 1.05 1.15 1.13 1.17 1.22 1.31 1.27 1.33 1.28 1.41 1.31 1.18 0.97 0.21

南 魚 沼 1.97 1.78 1.41 1.32 1.44 1.78 1.92 2.23 2.46 2.39 2.30 2.03 2.16 ▲ 0.13

上 越 1.48 1.42 1.27 1.29 1.28 1.35 1.39 1.39 1.47 1.43 1.53 1.51 1.47 0.04

柏 崎 1.21 1.19 1.08 1.05 1.04 1.09 1.13 1.16 1.17 1.14 1.19 1.25 1.26 ▲ 0.01

糸 魚 川 1.55 1.53 1.47 1.55 1.67 1.78 1.84 1.74 1.88 1.91 2.10 1.95 1.53 0.42

1.54 1.49 1.34 1.31 1.34 1.40 1.47 1.49 1.53 1.55 1.59 1.55 1.57 ▲ 0.02

前年同月

月 6年 7年 6年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 1月 （％）

新 潟 18,777 18,167 17,202 16,674 16,488 16,798 17,649 17,179 17,460 17,120 17,501 17,348 17,838 ▲ 2.7

新 発 田 3,565 3,701 3,645 3,445 3,436 3,208 3,135 3,256 3,297 3,290 3,195 3,537 3,368 5.0

新 津 3,572 3,649 3,579 3,610 3,614 3,545 3,577 3,596 3,660 3,622 3,377 3,323 3,622 ▲ 8.3

巻 2,950 2,986 2,876 2,831 2,778 2,772 2,902 2,958 2,982 2,839 2,800 2,848 2,827 0.7

佐 渡 930 979 862 835 759 787 766 736 715 645 690 716 831 ▲ 13.8

村 上 1,196 1,211 1,176 1,187 1,138 1,137 1,152 1,206 1,253 1,148 1,092 1,099 1,145 ▲ 4.0

長 岡 7,280 7,115 6,583 6,282 6,424 6,368 6,084 6,088 6,453 6,301 6,318 6,119 6,849 ▲ 10.7

三 条 3,643 3,803 3,650 3,706 3,439 3,238 3,144 3,352 3,523 3,508 3,423 3,351 3,737 ▲ 10.3

十 日 町 984 1,111 1,115 1,103 1,014 1,020 942 984 972 998 991 926 835 10.9

南 魚 沼 3,140 3,037 2,812 2,682 2,713 2,968 2,853 2,936 3,206 3,293 3,115 2,860 3,163 ▲ 9.6

上 越 5,204 5,087 4,780 4,796 4,590 4,548 4,608 4,671 4,865 4,648 4,787 5,020 4,862 3.2

柏 崎 1,731 1,784 1,629 1,568 1,521 1,564 1,620 1,623 1,617 1,566 1,583 1,683 1,716 ▲ 1.9

糸 魚 川 867 863 823 795 800 822 811 811 873 879 879 877 806 8.8

53,839 53,493 50,732 49,514 48,714 48,775 49,243 49,396 50,876 49,857 49,751 49,707 51,599 ▲ 3.7

前年同月

月 6年 7年 6年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 1月 （％）

新 潟 9,888 10,194 10,765 10,853 10,577 10,199 9,898 9,707 9,716 9,374 8,968 9,110 9,409 ▲ 3.2

新 発 田 3,100 3,113 3,230 3,250 3,116 2,977 2,843 2,828 2,827 2,716 2,812 2,720 2,856 ▲ 4.8

新 津 2,748 2,817 2,974 2,975 2,861 2,750 2,674 2,632 2,702 2,606 2,512 2,462 2,620 ▲ 6.0

巻 2,005 2,013 2,233 2,254 2,102 1,966 1,851 1,841 1,850 1,814 1,792 1,886 1,917 ▲ 1.6

佐 渡 707 708 717 654 616 550 524 520 528 557 613 659 674 ▲ 2.2

村 上 960 984 1,068 1,068 1,014 997 950 949 932 906 858 885 962 ▲ 8.0

長 岡 4,990 5,149 5,376 5,284 5,145 5,024 4,880 4,861 4,866 4,704 4,502 4,745 4,638 2.3

三 条 2,479 2,556 2,708 2,752 2,721 2,617 2,508 2,464 2,534 2,408 2,342 2,331 2,354 ▲ 1.0

十 日 町 934 969 986 940 833 781 741 740 760 707 754 782 858 ▲ 8.9

南 魚 沼 1,590 1,703 1,995 2,037 1,880 1,664 1,484 1,319 1,301 1,380 1,357 1,412 1,463 ▲ 3.5

上 越 3,515 3,592 3,756 3,722 3,577 3,377 3,309 3,354 3,307 3,245 3,125 3,317 3,314 0.1

柏 崎 1,436 1,499 1,513 1,489 1,463 1,434 1,431 1,398 1,385 1,370 1,325 1,343 1,362 ▲ 1.4

糸 魚 川 559 565 560 512 478 461 440 465 465 461 418 450 527 ▲ 14.6

34,911 35,862 37,881 37,790 36,383 34,797 33,533 33,078 33,173 32,248 31,378 32,102 32,954 ▲ 2.6
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の注４を参照。

地区・安定所

有　効　求　人　倍　率

地区・安定所

下
越
地
区

新 潟 県 計

有　効　求　人　数

下
越
地
区

中
越
地
区

中
越
地
区

前年同月比

有　効　求　職　者　数

上
越
地
区

新 潟 県 計

地区・安定所

新 潟 県 計

下
越
地
区

上
越
地
区

上
越
地
区

中
越
地
区

　有効求人倍率（原数値）は、前年同月差で6所で上昇、6所で低下、1所で同水準となった。

　有効求人倍率の高い安定所は、①南魚沼所(2.03倍)、②糸魚川所（1.95倍）、③新潟所(1.90倍)となった。

　有効求人倍率の低い安定所は、佐渡所(1.09倍)、十日町所（1.18倍）、村上所(1.24倍)となった。

地区､安定所別有効求人・求職の状況(新規学卒者を除きパートタイムを含む全数)

前年同月差


前年同月比
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区分

年度・月

2年度
3年度
4年度
5年度

6年 1月 1,915 ▲ 0.9 22.4 ▲ 0.4
2月 2,604 3.3 31.1 2.0
3月 3,274 ▲ 14.3 40.7 ▲ 1.6

4月 2,904 ▲ 1.0 26.6 ▲ 1.3
5月 2,816 ▲ 3.4 34.7 ▲ 1.5
6月 2,456 ▲ 15.0 36.3 ▲ 3.0

7月 2,470 ▲ 0.6 34.7 3.2
8月 2,033 ▲ 10.0 32.0 0.3
9月 2,309 ▲ 8.7 34.6 0.2

10月 2,479 ▲ 9.5 33.5 ▲ 1.4
11月 2,179 ▲ 12.7 34.7 ▲ 2.0
12月 2,106 ▲ 10.9 32.9 ▲ 3.1

7年 1月 1,778 ▲ 7.2 21.1 ▲ 1.3

            （注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の注４を参照。

区分

年度・月
前年同月差 前年同月比 前年同月比

人 人 人 人 件 ％ 人 ％
2年度 101,256 (▲8.0) 103,236 (▲5.8) 731,625 (▲0.4) ▲ 3,301 26,601 1.8 94,634 15.8

3年度 96,588　(▲4.6) 101,507 (▲1.7) 728,845 (▲0.4) ▲ 2,780 24,018 ▲ 9.7 86,831 ▲ 8.2

4年度 99,824　(　3.4) 105,222 (　3.7) 721,870 (▲1.0) ▲ 6,975 ※ 24,003 ▲ 0.1 81,355 ▲ 6.3

5年度 99,561　(　7.4) 103,493 (　7.2) 716,690 (▲0.7) ▲ 5,180 ※ 24,616 12.4 86,562 6.4

6年 1月 5,853 9,319 712,537 ▲ 4,808 ※ 1,951 ▲ 0.3 6,799 10.6

2月 5,871 6,605 711,963 ▲ 5,029 ※ 1,876 ▲ 3.6 6,889 11.2

3月 7,079 7,728 711,278 ▲ 4,209 ※ 1,763 ▲ 16.4 7,231 14.6

4月 12,012 18,904 704,348 ▲ 7,375 ※ 3,373 3.5 7,523 19.0

5月 15,828 8,745 711,501 ▲ 8,206 ※ 2,839 2.5 7,870 16.1

6月 10,164 7,029 714,657 ▲ 6,751 ※ 1,713 ▲ 18.0 8,376 12.2

7月 7,358 7,520 714,454 ▲ 6,249 ※ 1,877 6.6 8,881 11.3

8月 5,977 7,044 713,372 ▲ 6,495 ※ 1,629 ▲ 15.2 8,360 2.9

9月 6,031 7,158 712,347 ▲ 6,720 ※ 1,647 ▲ 13.1 7,962 2.4

10月 7,649 8,962 710,157 ▲ 8,084 ※ 1,987 ▲ 6.9 7,615 ▲ 0.7

11月 6,405 6,648 709,868 ▲ 8,108 ※ 1,617 ▲ 5.9 6,739 ▲ 2.2

12月 5,535 7,478 707,949 ▲ 7,858 ※ 1,354 ▲ 8.3 6,795 2.4

7年 1月 5,317 9,102 704,397 ▲ 8,140 ※ 2,047 4.9 6,797 0.0

就職の状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む全数）

雇用保険状況

前年同月比

％
▲ 14.9

0.3
▲ 4.4

就職率
（対新規求職）

※速報値であり、修正があり得る

▲ 3.8
1.1

32,348

資　　　格
喪失者数

34.5
35.6
34.7 ▲ 0.9

33,855

ポイント

就職件数

件
33,747

受給者
実人員

（延べ数）

　　被保険者数は704,397人で、前年同月差8,140人減少し、45か月連続で減少した。

▲ 2.9 33.7 ▲ 1.0

％

　　就職件数：就職件数は、前年同月比7.2％減少し、11か月連続で減少した。

　　就職率：就職率は、前年同月（22.4％）より1.3ポイント低下した。

　  受給資格決定件数は2,047件で、前年同月比4.9％増加し、6か月ぶりに増加した。

資　　　格
取得者数

被保険者数
受給資格
決定件数

　  受給者実人員は6,797人で、前年同月比0.1％減少、2か月ぶりに減少した。

31,404

全　　　　　　　　数

前年同月差
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［新潟県］
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ 年計 年度計

昭和４０ 0.61 0.60 0.62 0.64 0.61 0.58 0.55 0.55 0.55 0.56 0.52 0.47 0.58 0.58

４１ 0.53 0.61 0.66 0.68 0.66 0.71 0.69 0.67 0.74 0.78 0.71 0.66 0.68 0.71

４２ 0.74 0.82 0.76 0.75 0.75 0.79 0.86 0.92 0.91 0.90 0.92 1.00 0.83 0.89
４３ 1.01 0.98 1.03 1.09 1.07 1.15 1.17 1.14 1.17 1.09 1.01 1.26 1.09 1.11
４４ 1.09 1.17 1.04 1.19 1.26 1.24 1.19 1.17 1.19 1.28 1.13 1.37 1.19 1.24
４５ 1.49 1.49 1.16 1.19 1.26 1.30 1.25 1.25 1.16 1.12 1.04 1.01 1.22 1.14
４６ 1.03 0.99 0.95 0.98 0.99 0.91 0.94 0.90 0.85 0.84 0.85 0.75 0.92 0.87
４７ 0.78 0.80 0.82 0.84 0.90 0.92 0.94 1.02 1.12 1.13 1.21 1.19 0.96 1.10
４８ 1.36 1.54 1.34 1.42 1.40 1.43 1.58 1.53 1.58 1.53 1.72 1.59 1.51 1.51
４９ 1.53 1.40 1.30 1.25 1.22 1.17 1.09 1.02 0.94 0.87 0.83 0.77 1.11 0.95
５０ 0.82 0.76 0.71 0.79 0.75 0.71 0.66 0.72 0.72 0.68 0.70 0.69 0.74 0.73
５１ 0.73 0.77 0.78 0.81 0.83 0.91 0.94 0.93 0.88 0.90 0.80 0.81 0.84 0.84
５２ 0.75 0.68 0.77 0.79 0.73 0.71 0.67 0.73 0.73 0.68 0.69 0.68 0.72 0.71
５３ 0.68 0.63 0.73 0.77 0.76 0.78 0.77 0.80 0.80 0.77 0.81 0.81 0.77 0.81
５４ 0.87 0.84 0.83 0.89 0.87 0.88 0.92 0.95 0.97 0.96 0.94 0.97 0.91 0.93
５５ 0.95 0.93 0.92 0.87 0.91 0.92 0.88 0.86 0.84 0.84 0.80 0.81 0.89 0.85
５６ 0.80 0.80 0.78 0.78 0.77 0.80 0.82 0.80 0.79 0.79 0.79 0.81 0.80 0.78
５７ 0.75 0.71 0.71 0.63 0.69 0.67 0.64 0.66 0.66 0.66 0.63 0.61 0.67 0.65
５８ 0.61 0.61 0.62 0.64 0.63 0.64 0.64 0.67 0.68 0.70 0.73 0.74 0.67 0.70
５９ 0.76 0.78 0.74 0.76 0.80 0.81 0.83 0.83 0.82 0.81 0.80 0.79 0.80 0.82
６０ 0.84 0.83 0.82 0.80 0.79 0.80 0.81 0.80 0.80 0.79 0.81 0.82 0.81 0.80
６１ 0.77 0.79 0.79 0.78 0.79 0.80 0.75 0.79 0.79 0.80 0.78 0.81 0.79 0.77
６２ 0.72 0.69 0.74 0.74 0.75 0.75 0.76 0.82 0.88 0.89 0.91 0.99 0.80 0.88
６３ 1.01 1.01 1.05 1.10 1.11 1.13 1.18 1.21 1.28 1.32 1.33 1.32 1.16 1.26

平成元年 1.36 1.41 1.35 1.41 1.47 1.54 1.57 1.60 1.60 1.62 1.67 1.68 1.50 1.62
２ 1.74 1.83 1.77 1.74 1.73 1.73 1.67 1.71 1.71 1.74 1.78 1.82 1.74 1.78
３ 1.91 1.83 1.86 1.86 1.89 1.90 1.92 1.90 1.86 1.82 1.81 1.76 1.86 1.81
４ 1.76 1.63 1.63 1.59 1.59 1.53 1.50 1.45 1.43 1.41 1.37 1.31 1.51 1.43
５ 1.33 1.32 1.33 1.30 1.27 1.24 1.22 1.24 1.21 1.18 1.17 1.13 1.24 1.20
６ 1.12 1.12 1.14 1.15 1.14 1.14 1.16 1.17 1.20 1.21 1.21 1.22 1.17 1.18
７ 1.21 1.18 1.15 1.13 1.11 1.09 1.08 1.08 1.08 1.06 1.07 1.07 1.11 1.08
８ 1.07 1.05 1.06 1.08 1.09 1.10 1.12 1.12 1.12 1.15 1.13 1.14 1.10 1.13
９ 1.15 1.15 1.15 1.15 1.16 1.16 1.18 1.14 1.08 1.03 1.01 0.99 1.11 1.04
１０ 0.92 0.87 0.80 0.73 0.70 0.65 0.60 0.57 0.55 0.55 0.54 0.53 0.66 0.58
１１ 0.53 0.53 0.52 0.52 0.51 0.49 0.50 0.52 0.53 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52
１２ 0.53 0.54 0.54 0.56 0.58 0.60 0.62 0.63 0.64 0.64 0.65 0.67 0.60 0.63
１３ 0.67 0.66 0.65 0.61 0.60 0.58 0.57 0.55 0.53 0.50 0.49 0.46 0.57 0.52
１４ 0.47 0.47 0.48 0.49 0.50 0.51 0.50 0.52 0.53 0.55 0.55 0.56 0.51 0.54
１５ 0.58 0.59 0.59 0.59 0.58 0.58 0.59 0.60 0.62 0.66 0.66 0.67 0.61 0.62
１６ 0.66 0.65 0.65 0.66 0.67 0.72 0.76 0.81 0.82 0.83 0.83 0.84 0.74 0.80
１７ 0.88 0.91 0.95 0.95 0.95 0.98 0.98 0.99 0.99 1.00 1.02 1.01 0.97 1.01
１８ 1.10 1.10 1.09 1.11 1.13 1.13 1.13 1.13 1.11 1.08 1.12 1.13 1.11 1.13
１９ 1.17 1.13 1.15 1.15 1.15 1.13 1.12 1.11 1.11 1.10 1.10 1.06 1.12 1.09
２０ 1.04 1.00 1.00 0.97 0.95 0.91 0.88 0.85 0.81 0.75 0.72 0.66 0.87 0.75
２１ 0.61 0.54 0.51 0.46 0.45 0.45 0.44 0.44 0.44 0.45 0.45 0.44 0.47 0.45
２２ 0.46 0.48 0.51 0.51 0.52 0.54 0.56 0.57 0.57 0.59 0.61 0.62 0.54 0.59
２３ 0.65 0.65 0.65 0.64 0.64 0.64 0.66 0.67 0.70 0.70 0.72 0.74 0.67 0.71
２４ 0.77 0.80 0.81 0.81 0.83 0.84 0.85 0.84 0.84 0.85 0.85 0.85 0.83 0.85
２５ 0.87 0.89 0.88 0.89 0.89 0.94 0.96 1.00 1.01 1.07 1.10 1.12 0.96 1.02
２６ 1.11 1.12 1.14 1.15 1.16 1.16 1.16 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 1.15 1.17
２７ 1.21 1.23 1.20 1.18 1.19 1.20 1.20 1.20 1.20 1.20 1.23 1.23 1.20 1.22
２８ 1.26 1.25 1.26 1.27 1.29 1.31 1.31 1.34 1.36 1.36 1.37 1.37 1.31 1.35
２９ 1.38 1.43 1.43 1.46 1.48 1.50 1.50 1.52 1.55 1.57 1.57 1.59 1.50 1.56
３０ 1.65 1.69 1.69 1.69 1.68 1.70 1.72 1.73 1.73 1.72 1.70 1.70 1.70 1.70

３１(令和元年) 1.67 1.67 1.66 1.67 1.68 1.66 1.63 1.62 1.59 1.61 1.60 1.62 1.64 1.59
２ 1.51 1.49 1.40 1.35 1.22 1.20 1.20 1.17 1.18 1.17 1.19 1.24 1.28 1.22
３ 1.26 1.23 1.25 1.27 1.31 1.34 1.35 1.36 1.40 1.43 1.46 1.48 1.34 1.41
４ 1.52 1.54 1.52 1.54 1.57 1.57 1.60 1.61 1.61 1.60 1.60 1.63 1.57 1.58
５ 1.60 1.57 1.55 1.57 1.57 1.58 1.57 1.57 1.55 1.53 1.50 1.49 1.55 1.53
６ 1.49 1.46 1.47 1.48 1.46 1.44 1.43 1.45 1.46 1.48 1.47 1.48 1.47
７ 1.47

は、景気後退期
（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和6年12月以前の数値は、新季節指数により改訂した。
       2. 年平均及び年度平均は原数値
       3. ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の注４を参照。

有効求人倍率（新規学卒を除きパートタイムを含む）

－　１３　－



（注）季節調整値計算（季節調整値替え）は、毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ、季節調整済系列が改訂される。

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）

令和7年1月　全国平均1.26倍　［原数値1.34倍］
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開講定員数 入校者数 修了者数（中退
就職者含む）

就職者数（中退
就職者含む） 就職率 目標就職率

8,174 3,488 404 304 75.2%

5,760 2,367 312 218 69.9%

2,965 1,760 1,163 302 210 69.5%

施設内訓練 255 198 117 19 11 57.9%

一般求職者向け 245 163 96 19 11 57.9%

10 35 21 0 0 -

2,710 1,562 1,046 283 199 70.3%

一般求職者向け 2,410 1,424 953 266 182 68.4%

短期委託訓練 2,035 1,212 824 235 164 69.8%

育児等両立支援コース 90 76 34 16 7 43.8%

中高年齢者再就職支援コース 90 92 69 15 11 73.3%

長期高度人材育成コース 80 44 26 0 0 -

ｅラーニングコース 50 0 0 0 0 -

誘致企業向け訓練 35 0 0 0 0 -

介護人材育成訓練 30 0 0 0 0 -

300 138 93 17 17 100.0%

2,440 1,107

175 175 60 - - - 100.0%

180 51 37 10 8 80.0%

20 20 8 0 0 -

160 31 29 10 8 80.0%

2,414 1,121 92 86

363 257 200 92 86 93.5%

294 210 143 79 74 93.7%

39 27 13 13 12 92.3%

30 20 44 -

1,971 868

80 80 53 - - - 95.0%

813 526 374 93 49 52.6%

163 118 80 0 0 - 58.0%

650 408 294 93 49 52.6%

77 0 0 0 0 -

123 71 45 9 7 77.7%

182 151 111 0 0 -

268 186 138 84 42 50.0%

8,987 3,862

　※　修了者数、就職者数、就職率について

・支援訓練は令和６年４月１日から令和６年６月30日に終了したコースの「就職による中途退校者」及び「修了者」の訓練終了３か月後の雇用保
  険適用就職者の就職状況です（就職率は小数点第２位以下切捨て。）。

・公共職業訓練（県）は令和６年度中に開講し、令和６年９月30日までに終了したコースの「就職による中途退校者」及び「修了者」の訓練終了３
  か月後の就職状況です（前年度に開講した２年訓練の修了者を含む。）。

・公共訓練（ポリテク）は令和６年４月１日から令和６年９月30日に終了したコースの「就職による中途退校者」及び「修了者」の訓練終了３か月後
  の就職状況です。

80.0%

82.5%

70.0%

63.0%

在職者訓練

合計

80.0%
(高年齢者

（55歳以上）
70.0%、女性

85.0%）
デジタル分
野の就職者

数200人

委託訓練

医療事務系

デジタル系

その他

介護系

求職者支援訓練

基礎コース

一般求職者向け

若年求職者向け（DS）

導入訓練

高齢・障害・求職者雇用支援機構

実践コース

新潟県

離職者訓練

若年求職者向け（DS）

委託訓練

若年求職者向け（DS）

令和６年度 新潟県地域職業訓練実施計画 実施状況

（令和６年12月末現在）

計画数
訓練実施状況

公共職業訓練

離職者訓練

在職者訓練

学卒者訓練

学卒者訓練

障害者向け訓練

施設内訓練
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135,137

127,571

118,815

111,056
108,224

103,625

97,787
95,058 93,438 93,126

61,153

56,037
51,231

47,051
44,857

43,338 41,584 41,227 41,614 41,351

31,623
29,780

27,464 25,845 25,232 25,281 24,975
22,628 22,442 22,952

3,404

3,007

2,588

2,314
2,204 2,210 2,191 2,172

1,878
1,752

612

467
371 340 364

305 272
319

498 518

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

新規求職者数 特定求職者となりうる者 雇用保険受給者数 公共訓練受講者数 支援訓練受講者数

新規求職者と訓練受講者の推移

新
規
求
職
者
数

雇
用
保
険
受
給
者

（人） （人）

特
定
求
職
者
と
な
り
う
る
者

求職者に対する受講者の割合
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
10.8% 10.1% 9.4% 9.0% 8.7% 8.7% 8.8% 9.6% 8.4% 7.6%
1.0% 0.8% 0.7% 0.7% 0.8% 0.7% 0.7% 0.8% 1.2% 1.3%

公共訓練（対雇用保険受給者）
求職者支援訓練（対特定求職者）
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年間
計画数

認定
定員数

認定率
認定

コース数
開講

コース数
開講率

開講
定員数

応募者数 応募倍率 受講者数 充足率

ＩＴ分野 50 31 62.0% 1 1 100.0% 16 9 56.3% 9 56.3%

営業・販売・事務分野 - 327 - 13 10 76.9% 160 155 96.9% 123 76.9%

医療事務分野 123 112 91.1% 6 5 83.3% 71 56 78.9% 45 63.4%

介護・医療・福祉分野 77 0 0.0% 0 0 - 0 0 - 0 -

農業分野 - 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

旅行・観光分野 - 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

デザイン分野 132 199 150.8% 6 6 100.0% 135 118 87.4% 102 75.6%

製造分野 - 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

建設関連分野 - 15 - 1 1 100.0% 15 6 40.0% 6 40.0%

理容・美容関連分野 - 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

その他分野（※） 268 11 4.1% 1 1 100.0% 11 9 81.8% 9 81.8%

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー
ス

）

基礎 163 148 90.8% 9 9 100.0% 118 92 78.0% 80 67.8%

合計 813 843 103.7% 37 33 89.2% 526 445 84.6% 374 71.1%

（参考）
デジタル分野 182 230 126.4% 7 7 100.0% 151 127 84.1% 111 73.5%

分 野

求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー
ス

）

※令和６年度の計画段階では、実践コースのうち医療事務分野、介護・医療・福祉分野、デジタル分野のみ具体的な目標値を設定し、他の分野は「その他分野」で設定

令和６年度　求職者支援訓練実施状況

令和6年12月末現在

年度合計 累計（4月～12月）
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受講者の男女構成

受講者の年齢構成

  令和６年度求職者支援訓練受講者の状況（令和６年12月現在）

・基礎コース、実践コースともに女性の割合が高くなっている。

・実践コースの分野別では、ＩＴ分野を除き女性の割合が高くなっている。

・基礎コースでは、60歳代、50歳代、40歳代の順に割合が高く、実践コースでは20歳代、40歳代、30歳代の順に割合が高い。

・実践コースの分野別では、ＩＴ分野、デザイン分野は20歳代の割合が高い。

0人 50人 100人 150人 200人 250人 300人 350人 400人 450人 500人

実践コース

基礎コース

男性

女性

62

71 223

0人 50人 100人 150人 200人

介護福祉分野

デザイン分野

ＩＴ分野

医療事務分野

営業・販売・事務分野

男性

女性

26 97

45

34 68

7 2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実践コース

基礎コース

～19歳 20～29 30～39 40～49 50～59 60～

10% 18%

24%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護福祉分野

デザイン分野

ＩＴ分野

医療事務分野

営業・販売・事務分野

～19歳 20～29 30～39 40～49 50～59 60～

2% 24% 23% 24% 16% 11%

56%

24% 16% 33% 24% 2%

1% 41% 27% 20% 9% 2%

18

20%

31% 22% 16% 6%

21% 30%

1%

1%

11% 22% 11%

- 1 -
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令和６年度求職者支援訓練修了者の雇用形態別就職状況(令和６年12月現在）

・実践コースにおける主な訓練分野の雇用形態では、正社員の割合が高いのは、医療事務分野（６７％）、営業・販売・事務分野

（４０％）、デザイン分野（３１％）となっている。

・基礎コースの雇用形態では、パート（３９％）の割合が最も高く、次いで正社員（２２％）となっている。

・実践コースの雇用形態では、正社員（４２％）の割合が最も高く、次いでパート（２１％）となっている。

69

4

35

7

21

2

24

3

10

1

6

1

0人 50人 100人 150人 200人 250人

実践コース

基礎コース

正社員 パート 契約社員 派遣 アルバイト その他

18

20

26

10

5

18

9

3

8

11

1

8

9

1

1

1

4

0人 20人 40人 60人 80人 100人 120人

介護福祉分野

デザイン分野

ＩＴ分野

医療事務分野

営業・販売・事務分野

正社員 パート 契約社員 派遣 アルバイト その他

営業・販売・事務
分野

医療事務分野 ＩＴ分野 デザイン分野 介護福祉分野

就職者 18 165 65 30 0 58 0

正社員 4 69 26 20 0 18 0

パート 7 35 18 5 0 10 0

契約社員 2 21 8 3 0 9 0

派遣 3 24 8 1 0 11 0

アルバイト 1 10 1 0 0 9 0

その他 1 6 4 1 0 1 0

修了者 35 294 129 36 0 99 0

就職率 51.4% 56.1% 50.4% 83.3% #DIV/0! 58.6% #DIV/0!

（関連就職率） - 36.1% 31.0% 72.2% #DIV/0! 32.3% #DIV/0!
※　令和５年10月から令和６年６月に終了したコースの就職状況(訓練終了３ヶ月後）

※　就職率：就職者（就職を理由とした中退者を含む）／訓練修了者（就職を理由とした中退者を含む）

※「関連就職率」については、就職した修了者からの報告を基に集計。

基礎コース 実践コース
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令和７年３月５日 

新潟県産業労働部雇用能力開発課 

新潟県が実施する公共職業訓練について 

 

令和７年度 新規事業「再就職デジタルリスキリング支援事業」 

 

 

■ 職業訓練実施施設への通所が困難な求職者や、介護・育児等の事情がある求職者等を対象

に、ｅラーニングによるデジタル分野のリスキリングを支援 

 

◆ 場所や時間を選ばないｅラーニングでの無料職業訓練を実施  

       → 通所困難者や時間に制限のある求職者でも受講しやすい 

◆ デジタル分野のスキルを身に付け、資格取得を目標とする    

       → 再就職に向けて資格をＰＲ、自信を持って就職活動を実施 

◆ 受講者側のニーズが高いパソコン事務も設定               

       → デジタル分野に不慣れな求職者にも訴求 

 

 

〇対象者   ： 通所が困難な求職者、介護・育児や非正規労働者等で時間に制限のある求職者 

〇受講期間 ： ３～６か月（１日あたり標準３時間）   〇定員 ： 50人  

〇コース内容： プログラミングやデザイン等、デジタル関係の資格取得が可能なｅラーニング

コースを実施 
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１ 離職者訓練（令和6年度実施状況）

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部が実施する公共職業訓練等

区分／科名 入所月（月） 定員（人） 定員充足率 就職率

離職者訓練

標準コース

CAD・NC科 5、8、11 45 71.1％ 100.0％

金属加工科 6、9、12 36 22.2％ 100.0％

電気設備技術科 7、10 24 83.3％ 100.0％

ビル設備科 4、7、10 45 75.6％ 94.7％

住宅ＣＡＤ・リフォーム科 6、9、12 45 75.6％ 83.3％

スマート生産サポート科 8 15 100.0％ 100.0％

企業実習付きコース（短期デュアルコース）

機械加工技術科 7 12 33.3％ 100.0％

電気設備技術科 4 15 60.0％ 87.5％

導入訓練（橋渡し訓練） 5、7、8、11 20 220.0％ －

※企業実習付コースとは、概ね55歳未満の求職者を対象とした、約１か月の企業実習を取り入れた実践的なコース
※導入訓練とは、就業経験が乏しく、直ちに上記コースを受講することが困難な離職者を対象とし、ＩＴの基本的な知識と社会人と
して必要な心構えを身につける、概ね１か月程度の訓練

（２）各訓練科の状況

（令和6年12月末時点）（１）総括

（令和6年12月末時点）

機構１－１

※就職率は、訓練修了後３か月以内に就職した者の実績（前年度繰越者の就職実績及び次年度繰越訓練科のうち当該年度における
中退者の就職実績を含む）

定員及び入所者数の推移 就職率の推移

区分 定員（人） 入所者（人） 定員充足率 就職率 正社員就職率

離職者訓練（年間総定員363人） 257 200 77.8 ％ 93.5 ％ 68.6 ％

標準コース 210 143 68.1 ％ 93.7 ％ 63.5 ％

企業実習付きコース
（短期デュアルコース）

27 13 48.1 ％ 92.3 ％ 100.0 ％

導入訓練（橋渡し訓練） 20 44 220.0 ％ － －

（R6は令和６年１2月末時点の数値）（R6は令和６年１2月末時点の数値）

384 396 396 384 257

286 264 254 274
200

74.5%
66.7% 64.1%

71.4%
77.8%
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0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

R2 R3 R4 R5 R6

定
員
充
足
率

定
員
数
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人
）

定員数 入所者数 定員充足率

80.1% 79.3%

85.6%
83.6%

93.5%

63.7%

75.0%

69.9%
66.7%

68.6%
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80%

90%

100%
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就職率 正社員就職率
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63%

37%

短大

レディーメイド オーダーメイド

２ 在職者訓練（令和６年度実績）

在職者を対象として、仕事を遂行する上で必要な技能・技術の向上を図るための短期間（２～5日程度）
の職業訓練を実施しています。

（令和6年1２月末時点）

実施施設
※１

目標数 受講者数 コース数
受講者満足度

（目標95％以上）

事業主満足度
生産性向上に寄与
（目標90％以上）

中小企業受講率
（目標70％）

センター 490人 568人 62コース 98.6% 93.5％ 79.8％

短大 590人 300人 80コース 99.３％ 9８.５％ ７5.３％

※1「センター」＝ポリテクセンター新潟、「短大」＝ポリテクカレッジ新潟

（令和６年12月末時点）（2）センター訓練分野別内訳

（3）短大訓練分野別内訳

訓練分類 計画コース数 実施コース数 計画定員 受講者数 設定コースの例

設計・開発 49 44 690人 1６1人
木造住宅における許容応力度
設計技術

加工・組立 17 11 220人 25人 ＣＡＭ技術

工事・施工 3 9 50人 57人 一般用電気工作物の施工技術

検査 3 6 60人 13人 精密測定技術

保全・管理 8 8 140人 40人 電気系保全実践技術

教育・安全 3 2 50人 4人
製造現場で活用するコーチン
グ手法

計 83 80 1,210人 300人 －

（１）総括

機構１－２

レディーメイドとオーダーメイドのコース割合 受講者企業の従業員数規模

77%

23%

センター

レディーメイド オーダーメイド

90

114

164

9

31
3941

91 94

0

64

10

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

1～29人 30～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1000人以上

センター 短大

※事業主団体及び個人からの申込者数は除く

（令和６年１２月末時点）

訓練分類 計画コース数 実施コース数 計画定員 受講者数 設定コースの例

設計・開発 19 23 308人 148人 ＰＬＣ制御の応用技術

加工・組立 10 14 114人 90人
旋盤加工応用技術
（テーパ・ねじ加工編）

工事・施工 3 4 66人 25人 ＶＬＡＮ間ルーティング技術

検査 7 11 153人 137人 精密測定技術（長さ測定編）

保全・管理 5 5 55人 60人 生産現場の機械保全技術

教育・安全 2 5 65人 108人
製造現場で活用するコーチン
グ手法

計 46 6２ 761人 568人 －



学卒者訓練（専門課程）では、高等学校卒業者等を対象として２年間の高度職業訓練を行い専門的な知
識・技術・技能に加え一般教養も学びます。とくに、設計から製作までの一貫した技術・技能を身に付け
た実践技術者（テクニシャン・エンジニア）の育成を特色としています。

（１）令和６年度入校生（現１年生）

科 名
定員

(人)

応募者

数(人)

応募

倍率

合格者

数(人) ※

入校者数(人)

うち女性

生産技術科 20 12 0.60 12 11 1

電気エネルギー制御科 20 12 0.60 12 11 0

電子情報技術科 20 20 1.00 21 17 2

住居環境科 20 13 0.65 14 14 2

合 計 80 57 0.71 59 53 5

（２）令和５年度入校生（現２年生）

※系列校からの追加合格者を含む。応募倍率には追加合格者は含めない

科 名
定員

(人)

応募者

数(人)

応募

倍率

合格者

数(人) ※

入校者数(人)

うち女性

生産技術科 20 13 0.65 14 12 1

電気エネルギー制御科 20 14 0.70 15 15 0

電子情報技術科 25 22 0.88 23 20 0

住居環境科 20 20 1.0 22 19 2

合 計 85 69 0.81 74 66 3

３ 学卒者訓練

科 名
修了

予定者数(人)
進学

予定者数(人)
就職

希望者数(人)

就職内定者数(人)
進路決定率

県内 県外

生産技術科 11 6 5 5 0 100％

電気エネルギー制御科 14 3 11 4 5 85.7％

電子情報技術科 18 6 12 8 4 94.4％

住居環境科 17 3 14 8 4 88.2％

合 計 60 18 42 25 13 91.7％

※求人企業数302社、求人数749人

就職目標95％以上

（4）令和６年度修了予定者の進学先

進 学 先 進学者数 進学科名（進学者数）

北陸職業能力開発大学校（富山） 8 生産技術(5)、電気エネルギー制御(1)、電子情報技術(2）

関東職業能力開発大学校（栃木） 4 生産技術(1)、電気エネルギー制御(1)、住居環境(2)

東海職業能力開発大学校（岐阜） 2 電気エネルギー制御(1)、電子情報技術(1)

近畿職業能力開発大学校（大阪） 3 電子情報技術(2) 、住居環境(1)

※表内数値の単位は「人」

（３）令和６年度修了予定者の進学・就職状況

機構１－3

（令和６年４月１日時点）

（令和５年４月１日時点）

（令和６年１２月末時点）

（令和６年１２月末時点）



企業の生産性向上に効果的な知識や技法を習得！

・生産管理、組織マネジメント、マーケティング、データ活用など、あらゆる産業分野の
生産性向上に効果的なカリキュラムを用意（全131コース(’24.12月現在)）

1

２

３

企業のニーズに合わせたオーダーメイドのコース設定が可能！

・自社会議室等を訓練会場とすることが可能（企業に講師を派遣します）

・実施日時や訓練時間も調整可能（訓練時間は4～30時間で設定）

※従業員１人からでも利用できるオープンコースも実施しています

受講しやすい料金設定！

・受講料は１人あたり2,200円～6,600円（税込）

・条件を満たす場合は国の助成金（人材開発支援助成金）を利用可能

４ 生産性向上支援訓練

（令和６年１２月末時点）
（１）令和６年度総括

機構１－4

全国実績
（累計） 受講者数

受講者評価
(業務への役立ち度)

312,899人 98.4 ％
104,746社利用した企業数

サブスクリプション型
訓練受講者数

（目標値30人）

１７

訓練実施方式

全体
（目標値980人）

うちミドルシニアコース
（目標値60人）

うちＤＸ対応コース
（目標値230人）

コース数 受講者数 コース数 受講者数 コース数 受講者数

オーダーコース（企業） ４４ ７３８ ９ ２０２ ３ ５３

オーダーコース（事業主団体） １ ９ ０ ０ ０ 0

オープンコース ４６ ６６１ ４ ８２ ２７ ３０８

事業取組団体方式 ４ ５７ ０ ０ １ １０

合 計 ９５ １，４６５ １３ ２８４ ３１ ３７１

受講者満足度 9８.9％ 生産性向上等につながった旨の評価（事業主） 8４.３％

受講者企業の従業員数規模割合 受講者企業の業種（産業分類）の割合目的別実施コース数の割合

生産・業務プ

ロセスの改善

27%

横断的

課題

52%

売上げ

増加

2%

ＩＴ業

務改善

19%

14%

27%

32%

10%

1% 16% 1～29人

30～99人

100～299人

300～499人

500～999人

1000人以上

66%

13%

7%

6%

1%
7% 製造業

サービス業

卸売・小売業

建設業

運輸業

その他

’17～’24.9月まで

※サブスクリプション型訓
練については令和6年度末
までに受講を完了する受講
者数を計上していること。

生産性向上支援訓練は、生産管理、組織マネジメント、マーケティングなどあらゆる産業分野の生産性向上に効
果的なカリキュラムにより、企業が生産性を向上させるために必要な知識などを習得する職業訓練です。個別企業
の課題に合わせてカリキュラムをカスタマイズしてコースを設定し、専門的な知見やノウハウを持つ民間機関等に
委託をして実施しています。
また、７０歳までの就業機会の確保に向けた従業員教育及び中高年齢層の中堅・ベテラン従業員に向けた技能・

ノウハウ継承を支援する「ミドルシニアコース（生涯キャリア形成）、カリキュラムの中からDX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）に資する要素を含む「DX対応コース」、令和６年度からは「GX対応コース」を設定しま
した。 併せて、令和５年度からeラーニング形式によるサブスクリプション型生産性向上支援訓練を設定し、中
小企業等の幅広いニーズに対する人材育成を支援しています。



（令和６年１２月末時点）

（3）令和６年度生産性向上支援訓練オーダーコース実施概要

（２）令和６年度生産性向上支援訓練オープンコース実施概要

機構１－5

（令和６年１2月末時点）

目的 オープンコース名 実施回数 実施地域 総受講者数

生産・業務
プロセス
の改善

AI（人工知能）活用 ４
新潟市、三条市、魚沼市、上
越市

70人

ＲＰＡを活用した業務効率化・コスト削減 3 新潟市、長岡市、三条市 17人

ＩＴ新技術による業務改善 2 長岡市、新発田市 16人

ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 1 長岡市 32人

生産現場の問題解決 1 三条市 29人

製造分野におけるDX推進 １ 長岡市 7人

横断的課題

職場のリーダーに求められる統率力の向上 4 上越市2、長岡市、南魚沼市 93人

後輩指導力の向上と中堅・ベテラン従業員の役割 3 長岡市、三条市、魚沼市 68人

管理者のための問題解決力向上 １ 長岡市 16人

成果を上げる業務改善 １ 三条市 14人

効果的なOJTを実施するための指導法 1 新潟市 14人

組織力強化のための管理 １ 新潟市 11人

ＤＸ人材育成の進め方 １ 長岡市 6人

売上増加
ビジネス現場における交渉力 1 新潟市 20人

顧客分析手法 1 長岡市 5人

ＩＴ業務改善

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 5
長岡市2、三条市、十日町市、
魚沼市

54人

データベースを活用したデータ処理（基本編） ４ 十日町市2、長岡市、上越市 51人

ピボットテーブルを活用したデータ分析 3 新潟市、長岡市、三条市 39人

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 3 長岡市2、三条市 36人

ＳＮＳを活用した情報発信 １ 新潟市 17人

データベースを活用したデータ処理（応用編） 1 十日町市 13人

効率よく分析するためのデータ集計 1 新潟市 13人

相手に伝わるプレゼン資料作成 １ 新発田市 11人

表計算ソフトを活用した効果的なデータの可視化 1 三条市 9人

目的 オーダーコース名 実施回数 実施地域 総受講者数

生産・業務
プロセス
の改善

ものづくりの仕事の仕組みと生産性向上 6
上越市3、見附市、小千谷市、
新発田市

131人

AI（人工知能）活用 １ 柏崎市 31人

製造分野におけるDX推進 １ 柏崎市 11人

品質管理実践 １ 小千谷市 10人

横断的課題

職場のリーダーに求められる統率力の向上 7
新発田市3、長岡市、柏崎市、
十日町市、魚沼市

84人

成果を上げる業務改善 ６
上越市２、三条市、柏崎市、
十日町市、五泉市

89人

フォロワーシップによる組織力の向上 4 上越市3、柏崎市 106人

現場社員のための組織行動力向上 ３ 魚沼市2、見附市 36人

チーム力の強化と中堅・ベテラン従業員の役割 3 見附市2、新潟市 65人

企画力向上のための論理的思考法 2 見附市2 35人

業務効率向上のための時間管理 2 柏崎市2 35人

管理者のための問題解決力向上 1 三条市 21人

後輩指導力の向上と中堅・ベテラン従業員の役割 1 小千谷市 16人

組織力強化のための管理 1 見附市 10人

中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成 1 三条市 15人

ムダを発見するための業務プロセスの見える化と業務改善 1 小千谷市 10人

ＩＴ業務改善

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 １ 魚沼市 9人

表計算ソフトを活用した業務改善 2 三条市、五泉市 22人

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 １ 上越市 11人



５ 令和７年度職業訓練計画

（１）令和７年度離職者訓練計画

機構１－6

（２）令和７年度在職者訓練計画

①センター計画内訳 ②短大計画内訳

訓練分類
（分類コード）

計画コース数 計画定員

設計・開発
（A）

30 326人
（308人）

加工・組立
（B）

12 123人
（114人）

工事・施工
（C）

3 26人
（66人）

検査
（D）

11 154人
（153）

保全・管理
（X）

11 123人
（55人）

教育・安全
（Z）

8 99人
（65人）

計 75 851人
（761人）

訓練分類
（分類コード）

計画コース数 計画定員

設計・開発
（A）

７９ ７８0人
（690人）

加工・組立
（B）

１６ １５５人
（220人）

工事・施工
（C）

１４ １４0人
（50人）

検査
（D）

６ 60人
（60人）

保全・管理
（X）

１１ 1１0人
（140人）

教育・安全
（Z）

３ ３0人
（50人）

計 １２９ 1,2７５人
（1,210人）

目標値 ４９０人（４９０人） 目標値 ５９０人（５９０人）

※カッコ内は令和６年度の数 ※カッコ内は令和６年度の数

区分／訓練科名 入所月（月） 計画定員 備考

離職者訓練 363人 （令和６年度363人）

標準コース 294人

CAD・NC科 5、8、11、2 60人（各15人）

金属加工科 6、9、12、3 48人（各12人）

電気設備技術科 7、10、1 36人（各12人）

ビル設備科 4、7、10、1 60人（各15人） カリキュラムの一部変更

住宅ＣＡＤ・リフォーム科 6、9、12、3 60人（各15人）

スマート生産サポート科 8、2 30人（各15人）

企業実習付きコース（短期デュアルコース） 39人

機械加工技術科 7、1 24人（各12人）

電気設備技術科 4 15人 カリキュラムの一部変更

導入訓練（橋渡し訓練） 5、7、8、11、1、2 30人



（３）令和７年度学卒者訓練計画

科 名 定員(人) 備考

生産技術科 20人

電気エネルギー制御科 20人

電子情報技術科 20人

住居環境科 20人

合 計 80人

機構１－7

項目 目標値 備考

受講者数 1040 人以上 令和6年度 980人以上

うちミドルシニアコース受講者数 60 人以上

うちＤＸ対応コース受講者数 290 人以上 60人増

うちサブスクリプション型訓練受講者数 30 人以上

受講者満足度 90 %以上

生産性向上等につながった旨の評価（事業主） 85 %以上

（４）令和７年度生産性向上支援訓練計画



（令和６年1２月末時点）

（令和６年1２月末時点、導入訓練を除く）
（１）令和６年度離職者訓練 入所関連項目

（２）令和６年度離職者訓練 修了・就職関連項目

令和６年度離職者訓練実績（ポリテクセンター新潟）

訓練科名 入所月

入所状況

定員（人） 応募者（人） 応募倍率 入所者（人） 入所率うち
女性（人）

ＣＡＤ・ＮＣ科

５月 15 13 86.7% 13 5 86.7%

8月 15 10 66.7% 10 0 66.7%

11月 15 ９ 60.0％ 9 5 60.0％

小 計 45 32 71.1％ 32 10 71.1％

金属加工科

6月 12 4 33.3% 3 1 25.0%

9月 12 1 8.3% 1 0 8.3%

12月 12 4 33.3％ 4 1 33.3％

小 計 36 9 25.0％ 8 2 22.2％

電気設備技術科
７月 1２ 13 108.3% 13 2 108.3%

10月 1２ 7 58.3% 7 0 58.3%

小 計 24 20 55.6％ 20 2 83.3％

ビル設備科

４月 15 14 93.3% 14 1 93.3%

７月 15 12 80.0% 12 1 80.0%

10月 15 8 53.3% 8 0 53.3%

小 計 45 34 75.6％ 34 2 75.6％

住宅CAD・リフォーム科

6月 15 9 60.0% 9 2 60.0%

9月 15 13 86.7% 13 6 86.7%

12月 15 12 80.0％ 12 5 80.0％

小 計 45 34 75.6％ 34 13 75.6％

スマート生産サポート科 8月 15 15 100.0% 15 0 100.0%

小 計 15 15 100.0％ 15 0 100.0％

機械加工技術科（DS） ７月 12 4 33.3% 4 0 33.3%

小 計 12 4 33.3% 4 0 33.3%

電気設備技術科（DS） ４月 15 9 60.0% 9 0 60.0%

小 計 15 9 60.0% 9 0 60.0%

合 計 234 159 67.9％ 156 29 66.7％

区分／訓練科名
修了者
（人）

中退者／うち就職者 就職率（％）
正社員

就職率（％）

離職者訓練 81 14 11 93.5 68.6

標準コース 70 11 9 93.7 63.5

CAD・NC科（R5.11入所生） ８ 0 0 100.0 87.5

CAD・NC科（R6.2入所生） 7 1 1 100.0 75.0

金属加工科（R5.12入所生） 1 1 1 100.0 50.0

金属加工科（R6.3入所生） 2 1 1 100.0 33.3

電気設備技術科（R6.1入所生） 2 1 1 100.0 66.7

ビル設備科（R6.1入所生） 5 0 0 100.0 80.0

ビル設備科（R6.4入所生） 14 0 0 92.9 61.5

住宅CAD・リフォーム科
（R5.12入所生）

10 3 3 84.6 54.5

住宅CAD・リフォーム科
（R6.3入所生）

10 2 1 81.8 66.7

スマート生産サポート科
（R6.2入所生）

11 2 1 100.0 50.0

企業実習付きコース
（短期デュアルコース）

11 3 2 92.3 100.0

機械加工技術科（R6.1入所生） 5 0 0 100.0 100.0

電気設備技術科（R6.4入所生） 6 3 2 87.5 100.0

YMFWZA
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1 ４月 精密測定（長さ測定編） オーダー 25 25 4/2.3 12

2 ステンレス鋼のTIG溶接技能クリニック レディ 10 2 4/13,20 12

3 精密測定技術(長さ測定編) レディ 15 15 4/17,18 12

4 ５月 有接点シーケンス制御の実践技術（実習充実コース） レディ 10 9 5/14,15,16 18

5 各種管の加工・接合技術 レディ 8 1 5/14,15 12

6 設計・施工管理に活かす溶接技術（オンライン・実技併用コース） レディ 12 1 5/21,23,28,6/4 15

7 製造現場で活用するコーチング手法 レディ 10 12 5/21,22 15

8 ＰＬＣ制御の回路技術 レディ 10 11 5/22,23 12

9 鉄骨構造物の精度・検査技術（鉄骨精度測定編） オーダー 22 20 5/24.25 14

10 トラブル事例から学ぶ各種管の加工・接合技術 オーダー 10 10 5/28.29 12

11 旋盤加工技術 オーダー 6 6 5/29.30 12

12 ６月 ５Ｓによるムダ取り・改善の進め方 オーダー 44 45 6/3,7/1.8/1 12

13 フライス盤加工技術 オーダー 5 5 6/4.5 12

14 シーケンス制御による電動機制御技術 レディ 10 7 6/5,6 12

15 半自動アーク溶接技能クリニック レディ 10 5 6/6,7 12

16 ５Ｓによるムダ取り・改善の進め方 レディ 15 20 6/6,7 12

17 旋盤加工技術（外径・内径加工編） レディ 10 10 6/11,12,13,14 24

18 ＰＬＣ制御の応用技術 レディ 10 6 6/12,13 12

19 鉄骨建築溶接接合部の施工管理・検査技術 オーダー 10 4 6/21.22 14

20 精密測定技術（長さ測定編） レディ 15 16 6/25,26 12

21 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ＪＷ－ＣＡＤ編） レディ 12 5 6/29,30 12

22 ７月 生産現場の機械保全技術 レディ 10 20 7/1,2 12

23 一般用電気工作物の施工技術 レディ 20 12 7/2,3,4,5 24

24 精密測定技術（長さ測定編） レディ 15 16 7/17,18 12

25 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（マイホームデザイナー編） レディ 12 中止 7/20,21 12

26 実践機械製図（各種投影法・寸法記入編） レディ 12 4 7/23,24,25 18

27 在来木造住宅設計実践技術 レディ 12 中止 7/28,8/4 12

28 ＰＬＣプログラミング技術（ＳＦＣ編） レディ 10 6 7/31,8/1 12

29 ８月 ＰＬＣプログラミング技術（ＰＬＣラダープログラミングの定石） レディ 10 6 8/6,7 12

30 有接点シーケンス制御の実践技術 レディ 10 9 8/6,7 12

31 実践機械製図 レディ 12 12 8/6,7,8,9 24

32 ＰＬＣ制御の回路技術 レディ 10 2 8/8,9 12

33 シーケンス制御による電動機制御技術 レディ 10 6 8/20,21 12

34 機械設計のための総合力学 レディ 12 5 8/21,22,23 18

35 マシニングセンタプログラミング技術 レディ 12 13 8/27,28,29,30 24

36 ９月 生産性向上を目指した生産管理手法 レディ 15 14 9/5,6 12

37 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（ＡＲＣＨＩＴＲＥＮＤ　ＺＥＲＯ編） レディ 12 中止 9/10,11 12

38 ロボットシステム設計技術（ロボットシステム導入編） レディ 12 12 9/11,12 12

39 ２次元ＣＡＤによる機械製図技術（機械部品製図編） レディ 12 9 9/18,19,20 18

40 ＮＣ旋盤プログラミング技術 レディ 12 13 9/24,25,26,27 24

41 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ＡｕｔｏＣＡＤ編） レディ 12 中止 9/28,29 12

42 １０月 現場のための電気保全技術 レディ 5 7 10/1,2,3 18

43 フライス加工の理論と実際 レディ 12 5 10/1,2 12

44 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ＪＷ－ＣＡＤ編） レディ 12 3 10/5,6 12

45 有接点シーケンス制御の実践技術（実習充実コース） レディ 10 4 10/8.9.10 18

46 精密測定技術（精度管理編） レディ 10 10 10/8,9 12

47 旋盤加工技術（外径・内径加工編） レディ 10 5 10/15.16.17.18 24

48 ＰＬＣ制御の回路技術 レディ 10 9 10/16,17 12

49 各種管の加工・接合技術 レディ 8 2 10/16,17 12

50 旋盤加工応用技術（テーパ・ねじ加工編） レディ 10 7 10/22,23,24,25 24

51 超音波探傷技術による欠陥評価 オーダー 6 2 10/25,26 14

52 計測における信頼性（不確かさ）の評価技術 レディ 10 6 10/29,30 12

53 １１月 設計に活かす３次元ＣＡＤソリッドモデリング技術 レディ 12 7 11/5,6,7 18

54 シーケンス制御による電動機制御技術 レディ 10 4 11/6,7 12

55 ５Ｓによるムダ取り・改善の進め方 レディ 15 19 11/7,8 12

56 実習で学ぶ制御盤の安全検証試験 レディ 15 9 11/12,13 12

57 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（マイホームデザイナー編） レディ 12 中止 11/16,17 12

58 ステンレス鋼のＴＩＧ溶接技能クリニック レディ 10 9 11/16,23 12

59 一般用電気工作物の施工技術 レディ 20 中止 11/19,20,21,22 24

60 製造現場で活用するコーチング手法 レディ 10 12 11/19,20 15

61 鉄骨構造物の精度・検査技術（鉄骨製品精度検査編）
【オーダーセミナー（鉄骨組合）】オーダー 13 13 11/22,23 15

62 フライス盤加工技術 レディ 6 5 11/26,27,28,29 24

63 １２月 ＰＬＣによるタッチパネル活用技術 レディ 10 5 12/4,5 12

64 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ＡｕｔｏＣＡＤ編） レディ 12 4 12/7,8 12

65 アルミニウム合金のＴＩＧ溶接技能クリニック レディ 10 4 12/7,14 12

66 精密測定技術（長さ測定編） レディ 15 10 12/10,11 12

67 ＰＬＣ制御の応用技術 レディ 10 3 12/11,12 12

68 電気系保全実践技術 レディ 10 10 12/18,19 12

合計 814 568

【在職者訓練（ポリテクセンター新潟）】

No 月 コース 定員 受講者数形式 訓練時間期間

令和６年度在職者訓練実績状況
令和6年12月末現在
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1 4月 プレゼンテーションテクニック（オンライン） レディ 10 1 4/16（火）、17（水） 12

2 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（設計図面とプレゼンテーション編） レディ 10 2 4/17（水）,4/18（木） 12

3 低圧電気設備の機器選定技術 レディ 15 6 4/17(水),18（木）,19（金） 18

4 実践機械製図 レディ 10 2 4/22（月）、23（火） 14

5 有接点シーケンス制御の実践技術 レディ 10 8 4/23（火）,24（水） 12

6 低圧電気設備の機器選定技術 オーダー 14 14 4/25（木）,26（金） 12

7 5月 シーケンス制御による電動機制御技術 レディ 10 4 5/14（火）,15（水） 12

8 切削加工の理論と実際 レディ 10 1 5/14（火）、15（水） 12

9 建築施工管理方針策定実践技術 オーダー 10 3 5/9（木）,5/15（水） 12

10 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（設計図面とプレゼンテーション編） レディ 10 2 5/15（水）,5/16（木） 12

11 ＰＬＣ制御の回路技術 レディ 10 4 5/16(木),17(金) 12

12 生産現場の機械保全技術 レディ 10 5 5/16（木）、17（金） 12

13 ２次元ＣＡＤによる機械製図技術 レディ 10 2 5/11(土),18(土) 12

14 ＮＣ旋盤プログラミング技術（プログラム編） レディ 10 2 5/20(月)、21(火) 12

15 切削加工を考慮した機械設計製図（長岡会場） レディ 10 3 5/21（火）、22（水） 12

16 建築施工管理方針策定実践技術 オーダー 10 3 5/22（木）,5/29（木） 12

17 6月 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ＡｕｔｏＣＡＤ編） レディ 10 1 5/25（土）,6/1（土） 12

18 精密測定技術（機械検査編） レディ 10 2 6/4（火）、5（水） 12

19 ２次元ＣＡＤによる機械製図技術 レディ 10 1 6/1(土),8(土) 12

20 現場のための電気保全技術 レディ 10 7 6/13（木）,14（金） 12

21 幾何公差の解釈と活用演習 レディ 10 2 6/13（木）、14（金） 12

22 一般用電気工作物の施工技術 オーダー 10 5 6/15(土),17(月),18（火） 18

23 ＣＡＭ技術 レディ 10 3 6/18（火）、19（水） 14

24 ＰＬＣ制御の応用技術 レディ 10 2 6/19(水),20(木) 12

25 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（設計図面とプレゼンテーション編） レディ 10 5 6/19（水）,6/20（木） 12

26 木造住宅の架構設計技術 レディ 10 7 6/18（火）,6/25（火） 12

27 ＮＣ旋盤プログラミング技術（応用プログラム編） レディ 10 1 6/26(水)、27(木) 12

28 機械組立仕上げのテクニック（やすり編） レディ 10 3 6/1（土）、6/15（土）、29（土） 18

29 7月 Ｗｅｂを活用した生産支援システム構築技術（サーバサイドＰＨＰ編） レディ 10 2 7/2（火）,3（水） 2

30 切削加工を考慮した機械設計製図 オーダー 10 3 7/2(火),3(水) 3

31 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ｊｗ＿ｃａｄ編） レディ 10 1 6/27（木）,7/4（木） 1

32 マイコン制御システム開発技術 レディ 10 2 7/9（火）,10（水） 2

33 マシニングセンタプログラミング技術 レディ 10 1 7/9（火）、10（水） 1

34 精密測定技術（精度管理編） レディ 10 3 7/9（火）、10（水） 3

35 ２次元ＣＡＤによる機械製図技術 オーダー 10 3 7/9(火),10(水) 3

36 一般用電気工作物の施工技術 オーダー 12 12 7/9（火）,10（水） 12

37 電気工作物の施工管理技術 オーダー 12 12 7/11（木）,12（金） 12

38 機械組立仕上げのテクニック（きさげ編） レディ 10 1 7/6（土）、15（月） 1

39 機械設計のための総合力学 レディ 10 5 7/16（火）、17（水） 5

40 ＮＣ旋盤加工技術 レディ 10 1 7/17(水)、18(木)、19(金) 1

41 住宅計画実践技術 レディ 10 4 7/16（火）,7/23（火） 4

42 マシニングセンタ加工技術 レディ 10 1 7/23（火）、24（水） 1

43 8月 ＰＬＣ制御の回路技術 レディ 10 1 8/1(木)、8/2(金) 12

44 オブジェクト指向による組込みプログラム開発技術 レディ 10 4 8/1（木）,2（金） 12

45 ３次元ＣＡＤを活用したソリッドモデリング技術 レディ 10 1 8/1(木),2(金) 12

46 センサ回路の設計技術 レディ 10 1 8/8（木）,9（金） 12

47 生産プロセス改善のための統計解析 レディ 10 1 8/19（月）,20（火） 12

48 ＰＬＣによる通信システム構築技術 レディ 10 1 8/20（火）,21（水） 12

49 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術 オーダー 8 8 8/20（火）,8/21（水） 12

50 センサを活用したＩｏＴアプリケーション開発技術 レディ 10 1 8/22（木）,23（金） 12

51 ＡＲを活用した建築プレゼンテーション技法 レディ 10 1 8/22(木)、8/23（金） 12

52 9月 計測における信頼性（不確かさ）の評価技術 レディ 10 2 9/3（火）、4（水） 12

53 有接点シーケンス制御の実践技術 レディ 10 6 9/5（木）,6（金） 12

54 幾何公差の解釈と活用演習（長岡会場） レディ 10 11 9/10（火）、11（水） 12

55 生産現場に活かす品質管理技法 レディ 10 5 9/24（火）、25（水） 12

43 10月 低圧電気設備の機器選定技術 レディ 20 3 10/1（火）、2（水） 12

【在職者訓練（ポリテクカレッジ新潟）】

No 月 コース名 訓練時間

令和6年12月末現在

令和６年度在職者訓練実績状況　　

形式 定員 受講者数 期間
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44 低圧電気設備の保守点検技術 レディ 20 3 10/3（木）、4（金） 12

45 木造住宅における許容応力度設計技術 レディ 10 8 9/28（土）,10/5（土） 12

46 鉄鋼材料の熱処理技術（長岡会場） レディ 10 8 10/8（火）、9（水） 12

47 製造現場で活用するコーチング手法 レディ 10 3 10/21（月）、22（火）、23（水） 18

48 金型の鏡面みがき技法 レディ 10 3 10/24（木）、25（金） 14

49 ＢＩＭを用いた建築設計技術 レディ 10 3 10/28（月）、29（火） 12

50 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ｊｗ＿ｃａｄ編） レディ 10 3 10/22（火）,10/29（火） 12

29 11月 シーケンス制御による電動機制御技術 レディ 10 6 11/5（火）,6（水） 12

30 建築施工管理方針策定実践技術 オーダー 8 8 10/30（水）,11/6（水） 12

31 精密測定技術（機械検査編） レディ 10 3 11/6（水）、7（木） 12

32 ＰＬＣ制御の応用技術 レディ 10 1 11/7(木),8(金) 12

33 生産現場の機械保全技術 レディ 10 8 11/6（水）、8（金） 12

34 現場のための電気保全技術 レディ 10 1 11/12（火）,13（水） 12

35 電気系保全実践技術 レディ 10 10 11/19(火)、11/20(水) 12

36 一般用電気工作物の施工技術 レディ 4 3 11/19(火)、11/20(水) 12

37 建築施工管理方針策定実践技術 オーダー 8 8 11/13（水）,11/20（水） 12

38 空気圧実践技術（空気圧装置組立て） レディ 10 3 11/20（水）、21（木） 14

39 電気工作物の施工管理技術 レディ 4 3 11/21(木)、11/22(金) 12

40 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ＡｕｔｏＣＡＤ編） レディ 10 4 11/20（水）,11/27（水） 12

43 12月 精密測定技術（精度管理編） レディ 10 1 12/10（火）、11（水） 12

44 実践機械製図 レディ 10 4 12/11（水）、12（木） 14

45 精密測定技術 オーダー 2 2 12/7(土)、14(土) 12

46 無線センサネットワーク活用による製造現場監視技術 レディ 10 4 12/19（木）,20（金） 12

51 オープンソフトウェアライブラリを用いた人工知能（ＡＩ）活用技術 レディ 10 2 12/14（土）,21（土） 12

合計 807 300
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【生産性向上支援訓練】

令和６年度生産性向上支援訓練実績状況

令和6年12月末現在

番号
訓練目的

※
DX等 コース 形式

受講
者数

期間 時間数

1 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オーダー 16 4月15日、23日 6

2 横断 現場社員のための組織行動力向上 オーダー 11 4月23日 6

3 生産 ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オープン 32 4月24日 6

4 生産 ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オーダー 18 4月25日、5月13日 8

5 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オープン 20 5月14日 6

6 生産 DX ＲＰＡを活用した業務効率化・コスト削減 オープン 4 5月16日 6

7 横断 現場社員のための組織行動力向上 オーダー 11 5月16日 6

8 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オープン 23 5月21日 6

9 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オーダー 12 5月23日 6

10 売上 ビジネス現場における交渉力 オープン 20 5月28日 6

11 横断 成果を上げる業務改善 オープン 14 5月30日 6

12 IT 業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 オーダー（団体） 9 5月31日 6

13 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オーダー 12 5月24日、6月7日 6

14 IT 業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 オープン 12 6月11日 6

15 IT DX データベースを活用したデータ処理（基本編） オープン 14 6月13日 6

16 IT DX データベースを活用したデータ処理（基本編） オープン 15 6月14日 6

17 横断 成果を上げる業務改善 オーダー 21 6月14日 7

18 横断 成果を上げる業務改善 オーダー 15 6月4日、11日、18日 6

19 生産 ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オーダー 11 6月25日、26日、27日 6

20 生産 ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 事業取組団体 13 6月21日、7月19日 14

21 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オーダー 10 7月4日 6

22 IT 業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 オープン 12 7月9日 6

23 生産 DX AI（人工知能）活用 オープン 19 7月10日 6

24 IT 業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 オープン 12 7月11日 6

25 横断
ミドル
シニア

チーム力の強化と中堅・ベテラン従業員の役割 オーダー 20 7月18日 6

26 横断 成果を上げる業務改善 オーダー 10 7月18日 6

27 横断 業務効率向上のための時間管理 オーダー 17 7/16日、17日、18日 6

28 横断 管理者のための問題解決力向上 オーダー 21 7月19日 6

29 横断
ミドル
シニア

後輩指導力の向上と中堅・ベテラン従業員の役割 オープン 22 7月22日 6

30 IT DX ピボットテーブルを活用したデータ分析 オープン 12 7月23日 6

31 IT DX 表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オーダー 11 7月24日 6

32 横断
ミドル
シニア

チーム力の強化と中堅・ベテラン従業員の役割 オーダー 19 8月21日 6

33 生産 DX AI（人工知能）活用 オープン 27 8月27日 6

34 生産 生産現場の問題解決 オープン 29 8月28日 6

35 生産 ＤＸ IT新技術による業務改善 オープン 5 8月28日 6

36 生産 品質管理実践 オーダー 10 8月27日、28日、29日 6

37 生産 品質管理基本 事業取組団体 15 8月23日、9月20日 14

38 売上 ＤＸ 顧客分析手法 オープン 5 9月6日 6

39 IT ＤＸ ピボットテーブルを活用したデータ分析 オープン 13 9月10日 6

40 IT ＤＸ 表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 13 9月13日 6
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【生産性向上支援訓練】

令和６年度生産性向上支援訓練実績状況

令和6年12月末現在

番号
訓練目的

※
DX等 コース 形式

受講
者数

期間 時間数

41 横断 成果を上げる業務改善 オーダー 18 9月16日 6

42 横断 ＤＸ ＤＸ人材育成の進め方 オープン 6 9月18日 6

43 IT ＤＸ ピボットテーブルを活用したデータ分析 オープン 14 9月18日 6

44 生産 ＤＸ AI（人工知能）活用 オーダー 31 9月19日 7

45 横断 企画力向上のための論理的思考法 オーダー 15 9月19日 6

46 横断
ミドル
シニア

中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成 オーダー 15 9月23日 6

47 横断
ミドル
シニア

効果的なOJTを実施するための指導法 オープン 14 9月26日 6

48 生産 ＤＸ AI（人工知能）活用 オープン 12 9月30日 6

49 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オーダー 12 10月1日、17日 6

50 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オープン 21 10月8日 6

51 IT ＤＸ 表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 10 10月9日 6

52 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オープン 29 10月9日 6

53 横断 管理者のための問題解決力向上 オープン 16 10月15日 6

54 横断 組織力強化のための管理 オープン 11 10月17日 6

55 横断 企画力向上のための論理的思考法 オーダー 20 10月17日 6

56 IT ＤＸ 効率よく分析するためのデータ集計 オープン 13 10月18日 6

57 横断 成果を上げる業務改善 オーダー 15 10月10日、22日、24日 6

58 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オーダー 11 10月24日 7

59 生産 ＤＸ ＲＰＡを活用した業務効率化・コスト削減 オープン 6 10月25日 6

60 生産 ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オーダー 30 10月29日 6

61 IT 表計算ソフトを活用した業務改善 オーダー 10 10月30日 6

62 IT ＤＸ ＳＮＳを活用した情報発信 オープン 17 11月5日 6

63 生産 ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オーダー 30 11月6日 6

64 生産 ＤＸ 製造分野におけるDX推進 オープン 7 11月6日 6

65 生産 ＤＸ 製造分野におけるDX推進 オーダー 11 11月7日 6

66 横断 成果を上げる業務改善 オーダー 10 11月8日 6

67 横断 ファシリテーションを活用した合意形成の合理化 事業取組団体 19 11月12日 6

68 IT  表計算ソフトを活用した業務改善 オーダー 12 11月12日 6

69 横断
ミドル
シニア

後輩指導力の向上と中堅・ベテラン従業員の役割 オープン 22 11月13日 6

70 IT 相手に伝わるプレゼン資料作成 オープン 11 11月14日 6

71 IT ＤＸ 表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 7 11月18日 6

72 生産 ＤＸ IT新技術による業務改善 オープン 11 11月19日 6

73 生産 ＤＸ ＲＰＡを活用した業務効率化・コスト削減 オープン 7 11月20日 6

74 横断 業務効率向上のための時間管理 オーダー 18 11/18日、19日、20日 6

75 生産 ＤＸ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進 事業取組団体 10 11月21日 6

76 横断 組織力強化のための管理 オーダー 10 11月21日 6

77 横断 ムダを発見するための業務プロセスの見える化と業務改善 オーダー 10 11月19日、20日、21日 6

78 生産 ＤＸ AI（人工知能）活用 オープン 12 11月22日 6

79 IT ＤＸ データベースを活用したデータ処理（応用編） オープン 13 11月25日 6

80 横断
ミドル
シニア

フォロワーシップによる組織力の向上 オーダー 16 11月26日 7
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【生産性向上支援訓練】

令和６年度生産性向上支援訓練実績状況

令和6年12月末現在

番号
訓練目的

※
DX等 コース 形式

受講
者数

期間 時間数

81 生産 ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オーダー 30 11月27日 6

82 IT  表計算ソフトを活用した効果的なデータの可視化 オープン 9 11月27日 6

83 横断 職場のリーダーに求められる統率力の向上 オーダー 11 11月14日、29日 6

84 IT ＤＸ 表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 12 12月3日 6

85 横断
ミドル
シニア

フォロワーシップによる組織力の向上 オーダー 30 12月4日 6

86 横断
ミドル
シニア

後輩指導力の向上と中堅・ベテラン従業員の役割 オープン 24 12月5日 6

87 横断
ミドル
シニア

後輩指導力の向上と中堅・ベテラン従業員の役割 オーダー 16 12月4日、5日 6

88 IT ＤＸ データベースを活用したデータ処理（基本編） オープン 9 12月6日 6

89 横断
ミドル
シニア

フォロワーシップによる組織力の向上 オーダー 30 12月9日 6

90 IT ＤＸ  データベースを活用したデータ処理（基本編） オープン 13 12月11日 6

91 IT ＤＸ 表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 12 12月12日 6

92 横断
ミドル
シニア

フォロワーシップによる組織力の向上 オーダー 30 12月18日 6

93 横断
ミドル
シニア

チーム力の強化と中堅・ベテラン従業員の役割 オーダー 26 12月19日 6

94 横断 現場社員のための組織行動力向上 オーダー 14 12月19日 6

95 生産 ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オーダー 12 12月5日、19日 6

計 1465

※　訓練目的　生産：生産・業務プロセスの改善、横断：横断的課題、売上：売上増加、IT：IT業務改善であること。

※2　サブスクリプション型生産性向上支援訓練の実績は計上していないこと。

- 3 -
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令和７年度 新潟県地域職業訓練実施計画（案） 

                             令 和 ７ 年 ３ 月 ５ 日 

                              新 潟 県 

                          （独）高齢・障害・求職者 

                          雇 用 支 援 機 構 新 潟 支 部                               

新 潟 労 働 局 

第１ 総説 

１ 計画のねらい 

   産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地

位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働

者の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発

を行う必要がある。 

   このため、職業能力開発促進法（以下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき

設置する公共職業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実施する

職業訓練（能開法第 15条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」と

いう。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の

就職の支援に関する法律（以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労

働大臣の認定を受けた職業訓練（以下、「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることによ

り、労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

   本計画は、新潟県内の現下の雇用失業情勢等及び国で策定する総合的な職業訓練実施計画

を踏まえ、本計画の対象期間（以下、「計画期間」という。）中における公共職業訓練及び求

職者支援訓練（以下、「公的職業訓練」という。）の対象者数等を明確にし、計画的な公的職

業訓練の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

   また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、新潟労働局、ハローワーク、地

方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な職業訓練の実施を図るものとす

る。 

２ 計画期間 

   計画期間は、令和７年４月 1日から令和８年３月 31日までとする。   

３ 計画の改定 

   本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向と課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

   令和６年 12 月の新潟県の有効求人倍率は 1.50 倍と、全国の中でも高い水準にあるが、足

下の状況をみると、こうした人手不足感のある中でも、原材料費や燃料の高騰、最低賃金の

引き上げに伴う人件費への対応などから、製造業を中心に求人に慎重な動きもあり、県内の

雇用情勢は改善の動きにやや足踏み感がみられる。 

YMFWZA
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また、新潟県は出生数の減少等に伴う人口の自然減や若年層の進学や就職を理由とした県

外への転出超過が続いており、全国を上回るペースで少子高齢化が進行している。加えて、

デジタル・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ」という。）の進展といった大きな変革の

中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上のために必要となる人材の

確保、育成が求められているものの、企業規模等によってはデジタル推進人材の不足からＤ

Ｘの進展への対応に遅れがみられている。  

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の

機会を確保・提供することが重要である。 

特に、職業訓練におけるデジタル分野（ＩＴ分野とＷＥＢデザイン分野）の重点化を進め、

訓練コースを拡充させることにより、県内企業の人材確保等を支援する必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況（令和６年 12月末現在） 

区分 

令和６年度 令和５年度受講者 

受講者数 
前年 

同期比 
就職率※ 増減 

公 

共 

職 

業 

訓 

練 

離職者 

訓練 

テクノスクール（県） 
委託  1,046人 96.8％ 73.8％ ▲1.6P 

施設内 117人 85.4％ 75.2％ ▲7.9P 

ポリテクセンター（機構） 施設内 200人 98.0％ 83.6％ ▲2.0P 

障害者 

訓練 
テクノスクール（県） 

委託 29人 72.5％ 67.5％ ▲18.2P 

施設内 8人 133.3％ 100.0％ 8.3P 

在職者 

訓練 

テクノスクール（県） 1,107人 100.2％   

機構 868人 101.5％   

学卒者 

訓練 

テクノスクール（県） 60人 74.0％   

ポリテクカレッジ（機構） 55人 82.1％   

求職者 

支援訓練 

基礎コース   80人 153.8％ 53.3％ ▲8.6P 

実践コース  294人 98.7％ 59.9％  0.7P 

※就職率は令和５年度中に開講したコースを修了した者の３ヶ月後の就職率 

 

第３ 計画期間中の公的職業訓練の実施方針 

 令和５年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

①  就職率が高く、応募倍率が低い分野（「製造分野」）があること 

②  応募倍率が高く、就職率が低い分野（「デジタル分野」）があること 

③  求職者支援訓練のうち基礎コースは令和５年度計画では認定規模の 20％程度として

いたが、実績は 9.3％であること 
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④  デジタル人材が質・量とも不足しているため、デジタル分野におけるコース設定が必

要であること 

といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和７年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施す

る。 

➀については、開講時期の柔軟化、受講申込締切日から受講開始日までの期間の短縮、効

果的な周知広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

②については、受講者のニーズに沿った適切な訓練を勧奨できるようハローワーク訓練窓

口職員の知識向上や事前説明会・見学会の機会確保を図る。 

また、デジタル分野の訓練修了者は、デジタル系の求人職種だけでなく、様々な業界・職

種で活躍していることから、公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（以下「ＷＧ」とい

う。）が作成したリーフレットを活用し、デジタル系求人事業主に限定することなく、幅広い

求人事業主に対して、訓練修了者歓迎求人の確保等に取り組み、訓練修了者の就職機会の拡

大を図る。 

③については、就労経験の少ない者や、様々な理由で就労にブランクのある者に対して有

効であり、一定のニーズがあるため、実態を踏まえた計画の設定を行う。 

④については、訓練のデジタル分野への重点化を進めるとともに、県内デジタル企業のニ

ーズに即したプログラムスキル等を習得する訓練カリキュラムとなるようＷＧが作成したリ

ーフレットを活用した訓練実施施設への周知・啓発を行う。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

   令和７年度地方職業能力開発実施計画策定方針（都道府県）に基づき、新潟労働局から提

供される求人・求職状況等や効果的なマッチングを勘案した求職者の訓練ニーズ、県の産業

施策及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部の計画を踏まえ、公的職業訓練の

訓練定員を設定する。    

１ 離職者に対する公的職業訓練    

（１）離職者訓練のうち施設内訓練の対象者数等 

  ア 対象者数及び就職率に係る目標 

（ア） 県立職業能力開発校（以下、「県立テクノスクール」という。）実施分については、定

員を 235人とし、目標就職率を 80.0％とする。 

 

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 105 
(DS)自動車整備科・溶接科・ビル設備管理科・メカニ
カルベーシックコース・個人開業基本コース 

上越テクノスクール 80 
溶接科・木造建築科・ビジネススタッフ科・電気設備
工事コース 

三条テクノスクール 50 溶接科 

合 計 235  
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（イ） （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分については、定員を 363人と

し、目標就職率：82.5％とする。 

校 名 定員 科 目 名 

ポリテクセンター新潟 363 
テクニカルオペレーション科・（DS）機械加工技術科・

金属加工科・住宅リフォーム技術科・ビル管理技術科・

電気設備技術科・スマート生産サポート科 など 

 

イ 施設内訓練の内容及び留意事項 

離職者や転職者を対象に民間教育訓練機関等では実施が困難な「ものづくり分野」を中

心として、地域の人材ニーズに応じた訓練コースを設定し、再就職に必要な技能・技術、

関連知識を習得するための職業訓練を実施する。 

また、若年求職者等に対しては座学や実習の訓練と企業実習を組み合わせた日本版デュ

アルシステム（以下「ＤＳ」という。）訓練を実施し、早期の安定就労への移行を支援する。 

（２）離職者訓練のうち委託訓練の対象者数等 

ア 対象者数及び就職率に係る目標 

  県立テクノスクール実施分については、定員を 2,710人とし、目標就職率を 80.0％（高

年齢者（55歳以上）を 70.0％、女性を 85.0％）、デジタル分野の訓練修了者の就職者数を

200人とする。 

訓練コース 定員 訓練内容 実施校 

短期委託訓練 2,041 事務系、介護系、デジタル系、ものづくり系 
新潟・上越・

三条・魚沼 

ｅラーニングコース 50 在宅訓練によるデジタル系等 
新潟・上越・ 

三条 

長期高度人材育成コース 74 
情報、介護福祉士、保育士、建設、調理師、製

菓、美容師 

新潟・上越・

三条 

育児等両立再就職支援 

コース 
90 

育児や介護等に配慮し、１日当たりの訓練時

間を通常より短く設定して実施し、ライフス

テージに合わせた再就職を支援 

新潟・上越・

三条 

中高年齢者再就職支援 

コース 
90 

中高年齢者を対象に通常コースより緩やかな

ペースで訓練を実施するとともに、キャリア

に応じた就職支援を行う 

新潟・上越・

三条 

誘致企業向け訓練 35 誘致企業に対応した訓練 未定 

日本版デュアルシステム 300 就職氷河期世代を含む若年求職者向け訓練 
新潟・上越・

三条・魚沼 

介護人材育成訓練 30 
福祉施設等を訓練の施設とみなして職業訓練

を実施し、介護職員初任者研修を実施 
未定 

合 計 2,710   
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イ 委託訓練の内容と留意事項 

民間教育機関を活用し、事務、デジタル、介護など多様な分野の職業訓練を短期の基礎

レベルから長期の応用・高度（２か月～２年間）まで段階的かつ機動的に実施するととも

に、デジタル化の進展への対応のため、デジタル分野の職業訓練のメニューを充実する。 

また、持続可能な地域社会の実現に向けて、福祉施設等との連携により民間教育訓練機

関のない地域においても職業訓練を実施することができる仕組みづくりを図る（介護人材

育成訓練）。 

① 訓練のコース等の設定について 

・事務系、介護系、デジタル系、ものづくり系、建設系のコースを設定する。 

   ② 令和７年度公共職業訓練（委託訓練）の訓練規模の目安数 

    ・訓練定員は全体で 2,660人程度とする。 

    ・うちデジタル分野は 806人とする。 

 ・うち長期高度人材育成コースは 74人とする。 

③ 受講者ニーズに配慮したコース設定について 

・育児や介護等に従事する時間に配慮し、１日当たりの訓練時間を通常よりも短く設定

した育児等両立再就職支援コースを設定する。 

・中高年齢者を対象に、通常のコースより緩やかなペースで訓練を実施し、キャリアに

応じた就職支援を行う中高年齢者再就職支援コースを設定する。 

④ 若年求職者向けのコース設定について 

    ・不安定就労を繰り返す若年求職者等の雇用の安定化を支援するため、日本版デュアル

システム訓練を設定する。 

⑤ 受講優先枠について 

・訓練受講の入校選考において、一定の合格ラインを超えていれば、合格者として優先

的に受講できる優先枠を設定する。 

・対象となる優先枠は、ひとり親家庭の親、高校、大学等を卒業後３年以内の学卒未就

職者、新型コロナウイルス感染症の影響による離職者とする。 

⑥ 訓練未実施地域でのコース設定について 

・福祉施設等を公共職業訓練の実施施設として認定し、ＯＪＴと通信講座により介護職

員初任者研修課程の取得を目指す訓練コースを設定する。 

（３）求職者支援訓練の対象者数等 

ア 対象者数及び就職率に係る目標 

     非正規雇用労働者や自営廃業者等の雇用保険の基本手当を受けることができない者に

対する雇用のセーフティーネットとしての機能が果たせるよう 610 人程度に訓練機会を

提供するため、訓練認定規模 813人を上限とする。 

     また、雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58％、実践コースで 63％を目指す。 
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区 分 訓練規模（人）【前年】 比率（％） 

合 計 813【813】  

基礎コース 163【163】 20.0 

実践コース 650【650】 80.0 

 

重点分野 375【382】 

 

 介 護 系 60【 77】 

 医療事務系 125【123】 

 デジタル系 190【182】 

その他 275【268】 

    ※ 上記認定規模については、原則としてコース及び分野ごとの上限とする 

イ 求職者支援訓練の内容及び留意事項 

     求職者支援訓練については、基本的能力を取得する基礎コースの割合を 20.0%、基礎的

能力から実践的能力までを一括して習得する実践コースを 80.0％とする。 

     その際、成長分野、人材不足分野とされている分野・職種に重点を置くとともに、地

域における産業の動向や人材ニーズを踏まえたものとする。 

育児中の女性等で再就職を目指す者、未就職のまま卒業することとなった新卒者やコ

ミュニケーション能力等の課題を有する生活困窮者、さらには短時間労働者等不安定な

就労についている者や無業状態の者など、対象者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練

の設定にも努めることとする。   

    ① 職業訓練のコース等の設定について 

実践コースについては、重点分野として、介護系、医療事務系、デジタル系を設定

する。 

      上記訓練規模にかかわらず認定コースの定員数が少なかった場合の繰越分及び中止

コースの繰越分については、第４四半期（必要により第３四半期含む）において基礎・

実践間や実践コースの他分野へ振り替えることができる。 

② 職業訓練枠について 

新規参入枠は、基礎コース 30％、実践コース 30％を上限とする。ただし、認定単位

期間の実績枠に余剰人員が発生した場合は、同一認定単位期間内で新規枠に振り替え

ることができる。 

ｅラーニングコースについては、同一認定単位期間の実践コースの定員の 10％を上

限とする。 

③ 地域ニーズ枠について 

      特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓練を設定することができる。地域ニ

ーズ枠の設定に当たっては、公共訓練（委託訓練）の地域、規模、分野、時期などを踏
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まえて設定することができる。ただし、訓練認定規模の 20％以内とする。 

      また、地域ニーズ枠は別枠として、全てを新規参入とすることができる。 

    ④ 訓練の認定について 

     実践コースで設定された訓練分野（介護系、医療事務系、デジタル系、その他）に

おいて、認定単位期間で申請数が当該訓練分野の定員数を下回り余剰定員が発生した

場合は、他の分野に振り替えることができる。 

      申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は次のとおりとする。 

      ・新規参入枠は職業訓練の計画提案等が良好なものから認定する。 

      ・実績枠は求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

    ⑤ 認定単位期間 

      四半期ごとに求職者支援訓練を認定することとする。 

⑥ 認定申請等について 

認定単位ごとの定員数及び認定申請受付期間については、新潟労働局及び独立行政

法人高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部のホームページで周知する。 

（４）職業訓練の効果的な実施のための取組 

    訓練効果を把握・検証し、訓練カリキュラム等の改善を図るため、新潟県地域職業能力

開発促進協議会の元に新潟労働局、新潟県及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援

機構新潟支部を構成員とするワーキンググループを設置する。 

ワーキンググループでは、適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練

コースについて、訓練修了者や採用企業からのヒアリングを行って把握・検証する。 

 

２ 在職者訓練の対象者数等 

 （１）県立テクノスクール実施分 

本県の産業政策と連携し、地域企業の人材育成ニーズに応じた在職者の幅広い知識、

技術や技能の習得を支援する。実施に当たり、中小企業等のニーズに応じたオーダーメ

イド訓練や指導員の出張型訓練、高度技能者の派遣訓練など、企業支援の充実を図る。 

     また、デジタル分野については、様々な手法（集合コース、オンライン及びｅラーニ

ング）を取り入れ、企業の要望や在職者のライフスタイルに柔軟に対応することにより、

在職者のリスキリングを支援する。 

     定員を 2,440人とし、目標受講者数を 1,505人とする。 

 

 

校 名 定員 科目名等 

新潟テクノスクール 640 

新入社員教育コース・技能検定等試験対策

コース・高度技能習得コースなど 
上越テクノスクール 350 

三条テクノスクール 480 
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魚沼テクノスクール 180 

デジタル人材リスキリング支援事

業 
790 デジタル分野に関する、基礎知識や実業務

に直結する実践的な基礎技能を習得するコ

ースなど（集合、オンライン及びｅ-ラーニ

ング）  
デジタル技術基礎コース 610 

ITスキルアップコース 180 

合 計 2,440  

 

 （２）（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分 

     在職者を対象とし、地域の人材育成ニーズや時代の変化に対応し、ものづくり分野に

特化して、ポリテクカレッジ新潟及びポリテクセンター新潟において技能・技術の向上

を図る職業訓練を実施する。 

校 名 定員 科 目 名 

ポリテクカレッジ新潟 1,275 精密測定技術・３次元ＣＡＤを活用したソリッドモ

デリング技術・ＰＬＣによる通信システム構築技

術・センサを活用した IoTアプリケーション開発技

術・ＢＩＭを用いた建築設計技術 など ポリテクセンター新潟 851 

合 計 2,126  

 

３ 学卒者訓練の対象者数等 

 （１）県立テクノスクール実施分 

     本県産業の基幹を担うものづくり分野において、技能・技術を継承する人材の育成・

確保に資する職業訓練（期間：１年または２年）を実施する。 

     定員を 335人とし、目標就職率を 100％とする。 

 

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 70 精密機械加工科・電気システム科 

上越テクノスクール 90 自動車整備科・メカトロニクス科 

三条テクノスクール 120 メカトロニクス科・工業デザイン科・生産システム科 

魚沼テクノスクール 55 
電気施設科・建築施工科（木造建築科とエクステリア

左官科を統合し令和５年度より設置） 

合 計 335  
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 （２）（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分 

     ポリテクカレッジ新潟において、高校卒業者等を対象とした“ものづくり”に対応で

きる高度な知識と技能・技術を兼ね備えた実践技術者（テクニシャン・エンジニア）の

育成を行う。  

     定員を 80人とし、目標就職率を 95％とする。 

校 名 定員 主なコース 

ポリテクカレッジ新潟 80 
生産技術科・電気エネルギー制御科・電子情報技術

科・居住環境科 

４ 障害者訓練の対象者数等 

  県立テクノスクールにおいて実施する。 

（１）施設内訓練に係る規模と分野 

     社会経験の少ない若年者に対し、社会生活指導を重点に、複数スキルを習得し、就職

を目指す訓練を実施する。 

     定員を 20人とし、目標就職率を 70.0％（障害者訓練全体）とする。 

校 名 定員 主なコース 

新潟テクノスクール 20 総合実務科 

 （２）委託訓練に係る規模と分野 

     労働局及び県福祉保健部や教育庁と連携し効果的な訓練となるよう努めるとともに、

求人求職ニーズを的確に捉え、資格取得を目指す介護系訓練や障害特性を踏まえた精神

障害者向け職業訓練、マッチング効果の高い実践能力習得訓練コースの充実など魅力あ

るカリキュラムを実施し受講者の拡大を図る。 

     定員を 160人とし、目標就職率を 70.0％（障害者訓練全体）とする。 

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 74 

知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース、

ｅラーニングコース 

上越テクノスクール 38 

知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース 

三条テクノス

クール 

三条地域 38 
知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース 

魚沼地域 10 実践能力習得訓練コース 

合 計 160  
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第５ その他、公的職業訓練以外の人材育成事業 

 １ 地域リスキリング推進事業（市町村） 

中小企業や介護分野の事業者等、地域に必要な人材確保のため、デジタル・グリーン等成

長分野に関するリスキリングの推進に資する事業を、市町村において実施する。 

   なお、令和７年度に実施する地域リスキリング推進事業については、事業名・事業概要を

記載した一覧を令和７年度に開催される新潟県地域職業能力開発促進協議会において報告す

る。 

 

２ 生産性向上人材育成支援センターにおける人材育成支援 

   中小企業等における労働生産性向上のための総合的な支援を行うとともに、当該支援を実

施する中で把握した生産性向上に関する課題等に対応した訓練を実施するため、（独）高

齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部に生産性向上人材育成支援センター（以下、「支援

センター」という。）を設置している。 

   支援センターでは、中小企業等に対する支援業務を拡充し、生産性向上のための人材育成

を総合的（在職者訓練、生産性向上支援訓練、職業訓練指導員の派遣等）に支援する。 

   また、同センター内に「中小企業等ＤＸ人材育成支援コーナー」を設置し、中小企業から

のＤＸ人材の育成に関する相談やＤＸに関連した訓練のコーディネートを行い、中小企業の

ＤＸに対応するための人材育成を総合的に推進する。 

 



施設内 委託

定員 定員 定員 定員 定員

ＩＴ分野 782 722 60

営業・販売・事務分野 982 15 967

医療事務分野 225 100 125

介護・医療・福祉分野 588 528 60

農業分野

旅行・観光分野 2 2

デザイン分野 280 150 130

製造分野 373 145 15 213

建設関連分野 117 15 42 60

理容・美容関連分野 2 2

その他分野 607 60 182 90 275

163 163

合計 4,121 235 2,710 363 813

（参考）
デジタル分野

1,146 806 150 190

※　「定員」とは、当該年度中における開講コースの定員の数。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループ実施要領 

 

１ 目的 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、適切

かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて、訓練修

了者や採用企業からのヒアリングも含め、訓練効果を把握・検証し、訓練カリキ

ュラム等の改善を図ることとする。 

 

２ ＷＧの構成員 

「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」の１（３）の構成員のう

ち、都道府県労働局、都道府県及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機

構とし、必要に応じて、地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」とい

う。）構成員の中から任意の者を追加する。 

なお、協議会の構成員として委任した者と同一のものとする必要はなく、構成

員の機関・団体の職員等で差し支えないが、協議会の事務に従事する者として、

正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。                                                                                                                                                                                                                                                                             

 

３ 検証手法 

検証手法は、公的職業訓練の訓練修了者、訓練修了者の採用企業及び訓練実施

機関に対するヒアリングにより行うものとする。 

なお、各種データの統計処理による分析については、訓練カリキュラムの改善

に資する場合に限り各協議会で実施することも可能であるが、都道府県労働局職

員以外の者が直接関わって分析を実施する場合は、①分析するデータの種類・範

囲、②分析手法、③分析の実施者等を明らかした上で、事前に、本省に協議する

こと。 

 

４ ＷＧの具体的な進め方  

（１）検証対象コースの選定 

ア 予め協議会にて検証対象となる訓練分野を選定しておき、ＷＧでは当該

訓練分野の中で訓練修了者が比較的多い訓練コースを３コース（ただし、

異なる訓練実施機関が実施するものとすること。）以上選定する。 

イ 検証対象は、アで選定したコースの訓練実施機関と、各訓練コースにつ

き訓練修了者１人以上、当該訓練修了者を採用した採用企業１社以上とす

る。具体的には、３コースを選定すると、訓練実施機関３者、訓練修了者

３人以上及び採用企業３社以上が対象となる。 

  なお、ヒアリングの対象とする訓練修了者の選定にあたっては、同一の

YMFWZA
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性別又は年齢層に偏らないよう配慮すること。 

その他、就職氷河期世代、就職困難者、ひとり親等といった様々な事情

を抱える方々について検証することも有意義であることから、訓練修了者

のうちの一人は、例えば離職期間が長い、離転職を繰り返している等の履

歴のある者をできる限り選定することが望ましい。 

（２）ヒアリングの内容等 

ア ヒアリングは直接又は web 会議のいずれでも差し支えない。 

イ ヒアリング内容は以下の項目を必須とし、協議会独自に質問項目を追加

しても差し支えない。 

① 訓練実施機関へのヒアリング 

・訓練実施にあたって工夫している点 

・訓練実施機関が行っているキャリアコンサルティングの状況 

・訓練実施にあたっての国への要望、改善して欲しい点 

     ② 訓練修了者へのヒアリング 

       ※訓練機関の接遇など、受講中の満足度ではないことに留意。 

・訓練内容のうち、就職後に役に立ったもの 

・訓練内容のうち、就職後にあまり活用されなかったもの 

・就職後に感じた、訓練で学んでおくべきであったスキル、技能等 

③ 訓練修了者を採用した企業へのヒアリング 

・訓練により得られたスキル、技能等のうち、採用後に役に立って

いるもの 

・訓練において、より一層習得しておくことが望ましいスキル、技  

能等 

・訓練修了者の採用について、未受講者（未経験者）の採用の場合

と比較して期待していること（同程度の経験等を有する者同士を

比較。採用事例がない場合は想定） 

（３）ヒアリングを踏まえた効果検証等 

（２）のヒアリングを踏まえ、調査した訓練コースを含む分野全体におい

て、訓練効果が期待できる内容及び訓練効果を上げるために改善すべき内容

について整理する。 

（４）効果検証結果を踏まえた検討 

（３）の効果検証結果を踏まえ、訓練カリキュラム等の改善促進策（案）

等を検討し、協議会への報告事項を整理する。 

【訓練カリキュラムの改善促進策（例）】 

○ 委託訓練について、 

・説明会資料又は委託要綱等の内容に追加 

・公募条件又は入札の加点要素として付加 



3 

 

○ 汎用性の高い訓練（就職支援）内容について、 

・求職者支援訓練において、訓練実施期間中に独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構が行う実施状況の確認の際に周知 

・申請・認定事務の際に周知 

・求職者支援訓練の実施機関開拓の際に周知   

（５）協議会への報告 

ＷＧの効果検証結果及び訓練カリキュラムの改善促進策（案）等につい

ては協議会に報告する。 



公的職業訓練効果検証ワーキンググループの進め方

目的

令和６年度の対象分野

令和６年度 令和７年度上半期 令和７年度下半期

中央職業能力開
発促進協議会

地域職業能力開
発促進協議会

ワーキング
グループ
（ＷＧ）

選定分野のうち
３コース×３者（修了者、採用企業、実施機関）

協議会開催

ヒアリング等 結果

整理

改善促進策

（案）検討

協議会

開催

１月

協議会

開催

協議会

開催

９月

地域協議会から
検討結果を報告

協議会開催

３月

検証対象訓練
分野を選定

協議会開催

10月～11月

ＷＧから報告① ④② ③

２～３月

１～２月

適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて訓練修了者等へのヒアリング等を通じ、訓練効果
を把握・検証し、訓練カリキュラム等の改善を図る。

デジタル分野 １９県
ＩＴ分野 ３県

デジタル分野：青森・山形・福島・栃木・千葉・神奈川・新潟・富山・石川・福井
・長野・静岡・京都・大阪・和歌山・岡山・香川・佐賀・熊本

IT分野：福島・滋賀・広島

介護・医療・福祉分野
(一部のみを含む。)１５県 北海道・岩手・宮城・秋田・群馬・埼玉・千葉・東京・三重・島根・広島・山口・徳島・福岡・鹿児島

営業・販売・事務分野
(一部のみを含む。) １０県

茨城・山梨・兵庫・奈良・鳥取・愛媛・高知・長崎・大分・宮崎

※ 上記の分野のほか、デザイン分野（愛知）、建築分野（岐阜）、理容・美容関連分野（沖縄）が選定された。
（複数分野選定した県もあり。）

＜参考＞検討スケジュール
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令和７年度「公的職業訓練効果検証」対象分野について（案） 

 

 

検証・改善を行う訓練分野 

事務分野 

 

訓練分野選定の考え方 

事務分野のうち、最も基礎的なスキルを習得する「事務基本科」等について

は、事務分野全体の中で 53.8%（令和５年度委託訓練実績）と最も多くを占めて

いるものの、就職率は他の事務分野の訓練コースに比べて低い傾向にある。ま

た、「事務基本科」等の訓練内容は、これまでパソコン操作やビジネスソフト

（word、excel等）の基本及びビジネスマナーなどの職業横断的なスキルを習得

する内容を中心にカリキュラムを設定してきた。 

 近年、デジタル化の進展等産業構造の変化が急速に進み、企業から求められる

職業スキルに変化が見られており、また、どのような業種・職種においてもデジ

タルリテラシーを身につけることが必要になってきている。 

 これらの状況を踏まえ、事務分野のうち「事務基本科」等の基礎的なパソコン

スキル及びビジネススキル等を習得する訓練コースについてヒアリングを行い、

求人ニーズに即した訓練内容になっているか、訓練修了者の就職率向上にどのよ

うな改善が求められるかなど検証を行うこととする。 

 

 

効果検証の方法 

公共職業訓練及び求職者支援訓練から「事務基本科」等の基礎的なパソコンス

キルやビジネススキル等を習得する訓練コースを３コース選定し、それぞれの選

定コースについて、訓練修了者、採用企業、訓練実施機関に対してヒアリングを

実施する。 

ヒアリングにおいては、訓練修了者や採用企業に対して、訓練内容やカリキュ

ラムについてのニーズ、採用後に活かすことができたスキルなどを聴取し、訓練

実施機関に対しては、訓練受講者の就職に効果のあったカリキュラムの設定や就

職支援の取組などを聴取する。 

ヒアリングの結果は整理を行い、就職率向上に効果のあった訓練内容（カリキ

ュラムの設定や就職支援など）等について検証を行う。 
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仕事のスキルアップ・資格取得をめざす皆さまへ

LL060927保02

■令和６年９月30日以前に受講を開始する方

教育訓練経費の50％（年間上限40万円）を受講開始日から６か月ごとに

支給します。さらに、資格取得・就職※した場合は、追加で教育訓練経費の

20％（年間上限16万円）を支給します。

■令和６年10月１日以降に受講を開始する方

上記の資格取得・就職に加えて、訓練修了後の賃金が受講開始前の賃金

と比較して５％以上上昇した場合は、教育訓練経費の10％（年間上限８万

円）を追加で支給します。

※ 専門実践教育訓練を修了し、その訓練に係る資格を取得（学位の取得等を含む）し、かつ、訓練修了日
の翌日から起算して原則１年以内に雇用保険の一般被保険者等として雇用されたまたは一般被保険者
等として雇用されていて、専門実践教育訓練修了日の翌日から起算して原則１年以内にその訓練に係
る資格を取得（学位の取得等を含む）した場合をいいます。

令和6年10月1日以降令和6年9月30日まで教育訓練経費

25万円25万円
50万円
（入学料含む）

第１期

15万円
（※１）

15万円
（※１）

40万円第２期

20万円20万円40万円第３期

20万円20万円40万円第４期

32万円
（※２）

32万円
（※２）

ー
資格取得等
した場合

16万円
（※３）

ーー
賃金上昇
した場合

128万円112万円170万円合計

※１ 40万円×50％＝20万円ですが、第１期と合わせた年間支給額の上限である40万円を超えるため、
支給額は40万円－25万円＝15万円

※２ 170万円×20％＝34万円ですが、資格取得等した場合の支給額の上限である32万円（年間16万円×２年）
を超えるため、 支給額は32万円

※３ 170万円×10％＝17万円ですが、賃金上昇した場合の支給額の上限である16万円（年間８万円×２年）を
超えるため、 支給額は16万円

令和６年10月から

専門実践教育訓練給付金を拡充します

専門実践教育訓練給付金の給付率を、70％から80％に引き上げます。

技術革新やビジネスモデルの変化に対応したリ・スキリングにご活用ください！

支給額の例 【訓練期間：2年間、入学料：10万円、６か月ごとの受講料：40万円 の場合】

教育訓練経費とは、受講者が教育訓練実施者に対して支払った入学料と受講料の合計をいいます。

専門実践教育訓練給付金は受講開始日から６か月ごとに支給額を決定します。

下記の例では、受講開始日から６か月ごとの期間をそれぞれ第１期～第４期としています。

都道府県労働局・ハローワーク- 1 -

SYOHFA
タイプライターテキスト
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都道府県労働局・ハローワーク

仕事のスキルアップ・資格取得をめざす皆さまへ

LL060927保01

令和６年10月から

特定一般教育訓練給付金を拡充します

令和6年10月1日以降令和6年9月30日まで教育訓練経費

12万円
（※１）

12万円
（※１）

30万円
（入学料含む）

本体給付

3万円
（※２）

――
資格取得等
した場合

15万円12万円30万円合計

支給額の例 【訓練期間：3か月、入学料：5万円、受講料：25万円 の場合】

（教育訓練経費とは、受講者が教育訓練実施者に対して支払った入学料と受講料の合計をいいます。）

■令和６年９月30日以前に受講を開始する方

教育訓練経費の40％（年間上限20万円）を訓練修了後に支給します。

■令和６年10月１日以降に受講を開始する方

上記に加えて、資格取得・就職※した場合、

教育訓練経費の10％（年間上限５万円）を追加で支給します。

※ 特定一般教育訓練を修了し、その訓練に係る資格を取得（学位の取得等を含む）し、かつ、訓練修了

日の翌日から起算して原則１年以内に雇用保険の一般被保険者等として雇用されたまたは一般被保

険者等として雇用されていて、特定一般教育訓練修了日の翌日から起算して原則１年以内にその訓

練に係る資格を取得（学位の取得等を含む）した場合をいいます。

【資格取得等した場合の追加給付の申請に必要な書類】

以下の書類を、特定一般教育訓練に係る資格を取得し、雇用保険の一般被保険者等として雇用された
日（資格取得より先に一般被保険者等として雇用されたまたは雇用されている場合は、資格取得日）の翌日から
起算して１か月以内に住居所を管轄するハローワークに提出してください。

① 教育訓練給付金（第101条の２の７第３号関係）支給申請書（様式第33号の２の３）

② 受給資格確認通知書

③ 本人・住居所確認書類（マイナンバーカード、運転免許証、住民基本台帳カード（本人写真付き）等）

④ 資格取得等したことを証明する書類（合格証、登録証、免許証、学位証明書等）

⑤ 教育訓練実施者の発行する教育訓練経費に係る領収書

⑥ 特定一般教育訓練給付追加給付申請時報告

⑦ 返還金明細書（領収書が発行された後で教育訓練経費の一部が教育訓練実施者から還付された
（される）場合）

⑧ 委任状（代理人による申請の場合）

※１ 30万円×40％＝12万円 （20万円を超える場合は20万円が上限）
※２ 30万円×10％＝3万円 （5万円を超える場合は5万円が上限）

詳しくは、お近くのハローワークにお問い合わせください。

特定一般教育訓練給付金の給付率を、40％から50％に引き上げます。

技術革新やビジネスモデルの変化に対応したリ・スキリングにご活用ください！
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２  事業の概要・スキーム・実施主体等

１  事業の目的

教育訓練休暇給付金の創設

令和７年度当初予算案 78億円（－）※（）内は前年度当初予算額

職業安定局雇用保険課
（内線5135、5757）

労働者の主体的な能力開発をより一層支援する観点から、労働者が生活費等への不安なく教育訓練に専念できるよう、
雇用保険被保険者が自発的に、教育訓練を受けるための休暇を取得した場合に、基本手当に相当する給付として、賃金
の一定割合を支給する給付を創設する。

事業の概要

名称 教育訓練休暇給付金

対象者 雇用保険被保険者

支給要件

・教育訓練のための休暇（無給）を取
得すること

・休暇開始前２年間にみなし被保険者
期間が12か月以上あること

・算定基礎期間が５年以上あること

給付内容

・離職した場合に支給される基本手当
の額と同じ

・給付日数は、算定基礎期間に応じて
90日、120日、150日のいずれか

国庫負担
給付に要する費用の1/4又は1/40（基
本手当と同じ） 

スキーム

被 保 険 者ハ ロ ー ワ ー ク

事 業 主

訓 練 機 関 等

①休暇の
申請

②休暇の
付与

④休暇前賃金の届出、
受給資格確認

③教育訓練
の受講

⑤受給資格確認通知
（事業主経由）

⑥支給申請

⑦支給

労働特会 子子特会 一般
会計労災 雇用 徴収 育休

39/40
1/40

5
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２  事業の概要・スキーム・実施主体等

雇用保険被保険者以外の者が、生活費等への不安なく教育訓練に専念し、スキルアップ等を実現できるようにする

ため、これらの者が自ら選択した教育訓練を受けるに当たって必要となる費用を融資する制度を創設する。

教育訓練の効果を高めるインセンティブとして、教育訓練受講後に賃金が上昇した場合には、残債務の一部を免除

することとする。

１  事業の目的

教育訓練期間中の生活を支えるための融資制度の創設

令和７年度当初予算案 81百万円（－）※（）内は前年度当初予算額

職業安定局総務課訓練受講支援室
（内線5336、5273）

事業の概要

対象者

雇用保険被保険者以外の者
(雇用保険の適用がない雇用労働者
や離職者、雇用されることを目指す
フリーランスなど)

融資対象 教育訓練費用及び生活費

融資内容
(調整中)

貸付上限：240万円/年(最大２年間)

利率：年２％

インセン
ティブ措置

教育訓練修了後に賃金が上昇した場
合、残債務の一部を免除

①職業訓練の相談

④訓練の実施

厚生労働省 信用保証
機関

⑥補助金
金融機関

⑤債務保証

④融資

②キャリアコンサルティング

ハローワーク 求職者

③融資申込
（返済）

スキーム

訓練機関

債権が回収不能・免除
となった場合

労働特会 子子特会 一般
会計労災 雇用 徴収 育休

¾ ¼
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